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はじめに

2008年３月にサンフランシスコ（米国）で開催

されたISA（国際関係学会）第49回年次大会にお

いて、われわれは「アジアおよびヨーロッパの統

合に関する比較分析」というタイトルのパネルを

組織し、主としてアジアの統合をめぐるさまざま

な議論を行う機会を持つことができた。本稿は、

同学会に提出した論文に、その際の議論ならびに

同時に提出された各論文からの情報を（各報告者

の承諾のもとに）加えて加筆修正され、成り立っ

たものである。

いうまでもなく、アジアの統合とりわけ東アジ

ア共同体をめぐる議論はまだごく初期の段階のも

のであり、今後さまざまな角度から検討を深めて

いくべきものと思われる。実のところ、われわれ

のこの種の議論の共同研究は2006年３月のISA第

47回年次大会（於サンディエゴ）、ならびに2007

年３月のAAS（アジア研究学会）第59回年次大会

（於ボストン）から継続されているものであり、

そうした国際学会での議論をとおして蓄積されて

きたものである。

われわれが本稿をつうじて主張したい論点は、

アジアの統合にかぎらずまたヨーロッパの統合

（EU）においても、自由貿易を促進させる（そし

て経済成長を促進させる）という意味では異論は

少ない。しかし、統合のレヴェルがすすむにつれ

て議論ははるかに　混乱するようになるというこ

とであり、われわれが本稿で依拠することとなる

「公共財」、「国際秩序」、「ナショナリズム」に関

する議論とりわけ「新機能主義」や「新制度論」

の立場から再構成し、整理してみる必要がどうし

ても避けられないだろうということである。なぜ

なら、統合が「共同体」のレヴェルになると、慣

習や文化、制度や歴史の議論を避けることができ

ず、したがって「経路依存」という分析用具を用

いて検討してみるという作業がどうしても必要に

なると思われるからである。制度が重要な役割を
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果たすことになる以上、国境を越えて制度の相違

を調整するのは容易なことではない。

本稿で述べるように、われわれは、「経路依存」

に至る道筋を、直接投資をめぐる議論から辿って

みることとした。アジアとヨーロッパとの比較を

つうじて統合を議論しようとする場合、それが道

筋をみやすくすると考えるからである（実際、活

発な直接投資の交流を阻む諸要因の多くは、いま

上で述べた慣習や文化、制度や歴史の要因と切り

離せない）。そして、「共同体」のレヴェルに達す

るということは、「経路依存」からの脱却なのだ

と考えられるからである。先に述べたとおり、と

りわけ東アジア共同体をめぐる議論をどのような

枠組みのもとで行うのかという点での模索がつづ

いている現状に鑑みて、そうした模索のひとつの

ケースとして、本稿は提出されるものである。

以下、本稿は、次の諸節から構成される。

第１節は、東アジア共同体をどう捉えるか、と

いう議論に焦点をあてることとし、地域主義と中

国の立場ならびに日本における東アジア共同体の

議論を概観する。第２節ではヨーロッパ連合

（EU）の略史を検討し、ヨーロッパの統合につい

て検討してみることとする。第３節は東アジアの

統合、とりわけ事実上の統合と呼ばれる現状につ

いて考えてみる。第４節では、国際秩序の形成が

公共財としての側面を持っていることに着目し、

国際秩序について考えてみる。そして第５節は、

ナショナリズムの性質について考え、インターナ

ショナリズムへの道筋を検討し、第６節は、東ア

ジアにおける国際秩序の特徴の検討にあてられ

る。第７節では、東アジアのインターナショナリ

ズムと国際交流の現状について考え、どのような

枠組みで捉えるのが適切なのか、が分析される。

第８節では、自由貿易地域に関する最近の動向と

直接投資の傾向について分析が試みられ、東アジ

アの特徴について検討される。第９節は、以上８

節をつうじて検討された経緯と現状をふまえて、

新制度論の視点からアジアの統合について考えて
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地域としての統合という意味での模範を示し、世

界に大きな示唆を与えた、ということである。

その結果、1951年に107存在した政府間組織の

うち45が地域組織だったという状況が、1962年に

は、それぞれ162および93となったのである１。い

うまでもなく、地域組織の増大の中心は発展途上

国であった。そして、1960－70年代に「非同盟主

義」や「77カ国グループ」のような動きあるいは

極端な民族主義運動等が発生したが、冷戦の終焉

とともに、そうした動きも収束に向かったといえ

る。1990年代には、さらに地域組織が増大をつづ

け、量的にも質的にも拡充されることとなったの

である。

この時期の地域主義の台頭についてもまた、そ

の背後にさまざまな要因が存在している。おおむ

ね次のとおりである

第１に、南北問題の解決に糸口がみえず、国際

的な政治経済秩序の形成に際して依然として発展

途上国の力が弱かったということである。同時に

また、発展途上国は「人権問題」や「民主化」等

の諸問題について、西側先進工業国から多くの非

難を浴びることとなった。そのため、地域統合が

その「防波堤」の役割を果たすことが期待された

のである。いうまでもなく、そうした地域統合は

また、地域間経済協力の推進をつうじて市場の分

散に、そして経済摩擦や国際経済をめぐるリスク

の回避等にも貢献した。そして一部の地域組織は

地域の安全保障問題にも取り組み、地域の安定化

に貢献したといってよい。

第２に、発展途上国内部にも地殻変動が発生し、

発展にアンバランスが生じたということである。

統一した「第三世界」はもはや存在せず、状況や

立場の近い発展途上国同士の統合が現実的な課題

となったのである。

第３に、先進工業国、発展途上国を問わず、多

くのグローバルな問題に直面するようになったと

いうことである。環境問題、人口問題、エイズの

問題、麻薬問題等である。このような共通利益に

関わる諸問題は、地域統合や地域間の協力関係の

形成に大きく関わることとなったのである。

そして第４に、発展途上国内部にも地域統合へ

のインセンティブが存在したということである。

工業化や近代化に伴って、発展途上国内部に社会

的・文化的な運動が発生し、知識人団体や宗教団

みることとし、最後に、簡単に結論が述べられ

る。

１．東アジア共同体をどう捉えるか
１－１．発展途上国と地域主義：中国の立場

１－１－１．なぜ「地域主義」か

第二次大戦後、新興国民国家が独立を果たした。

かつての植民地の歴史から解放され、民族自立が

最も強力な信念となり原動力となったのである。

そして、独立運動を指導した多くのアジアの指導

者たちが欧米での留学を経験し、自由・独立の価

値観を抱くに至ったこともまた重要な要因に違い

ない。宗主国がアジアの植民地に与えた影響は実

に多様な側面におよんだのである。

しかし、国民国家の建設に専念しようとした新

興国民国家諸国は、冷戦という大きな国際関係の

潮流に見舞われ、結局のところ「中立主義」は、

たとえ理念上は存在し得たとしても、実行の段階

では大きく揺れ動いたのである。なぜなら、新興

国民国家諸国の内部における政治構造および経済

構造はともに不安定であり、外部環境の圧力に抵

抗し得なかったからである。

そのなかで、地域主義が徐々に台頭し始めた。

その原因はおおむね次のように考えられる。

第１は、この時点での地域主義はむしろ国民国

家建設を手助けするものとして登場したという側

面が大きいということである。地域統合をつうじ

て、国家の主権や領土が守られ、経済建設の目標

実現が促進されると考えられたのである。

第２は、世界的な規模での資本移動がはじまっ

たということである。グローバル化の潮流にあっ

て、経済力および軍事力が脆弱でありかつ国内に

大きな政治的不安定性が残る発展途上国は、（「従

属論」の主張のように）先進資本主義国が主導す

る世界経済に「飲み込まれる」危険を強く感じる

ようになった、ということである。そして、発展

途上国の統合・団結なくして、経済的および政治

的従属から抜け出すことはできないと考えられる

ようになったのである。

第３に、そして最も大きな原因として、ヨーロ

ッパにおける地域統合（当時のECの成立）が、
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体などをつうじて交流が国境を超える形で展開し

はじめたのである。多国間で設立されたNGO、

NPO組織が国民国家を横断し、地域統合と地域間

協力体制構築を促進することとなった。

１－１－２．中国における地域主義の指針な

らびにアジアの課題

冷戦時代の中国は特殊な国際環境におかれてお

り、地域組織に対して懐疑的であった。しかし改

革開放以降には中国は地域組織の参加者になっ

た。それは「開かれた中国」の重要な表現でもあ

る。

中国における地域主義の動きは、ふたつの段階

に分けてみるのが適切である。

最初は、1990年代までの準備段階であり、対外

経済関係が築かれ、周辺における地域組織との対

話の機構が構築された段階だが、中国が自ら参加

するということはなかった。

第２の段階すなわち1990年代以降になって、中

国の積極的な参加がみられるようになった。まず

APEC（アジア太平洋経済協力）に参加し、その

後SCO（上海協力機構）の設立に重要な役割を果

たした。また、最近になって、ASEAN（東南ア

ジア諸国連合）とのFTA（自由貿易協定）の交渉

にも積極的に取り組んでおり、一部成果があらわ

れている。そして、中国と周辺国・地域の間には、

ロシアとの間で「図門江流域経済圏」、朝鮮半島

および（日本の）九州地方の間で「黄海経済圏」、

台湾海峡経済圏、東南アジア諸国との間で「メコ

ン川流域経済圏」等南北にわたってひろく多国間

経済協力圏設立に関わっているのである。

中国がそうした地域組織に積極的に関わるよう

になった理由は、上記のほかに、（人口規模、面

積、市場規模等諸指標から判断して）「大国」と

なり得る中国は、現在のところまだ国際的影響力

が乏しいものの、いずれは国際社会において「大

国」としての地位を獲得したいと考えているよう

に思われる、ということである。したがって、

（サブ）地域組織への参加は地域統合のルール形

成のよい機会とみなされ、また同時に、将来より

大きな国際的組織への関与・役割増大へのよい機

会とみなされているように思われる。

しかし、以下本稿で述べるとおり、東アジアで

の地域統合の現状は、ヨーロッパに比べて、依然

として未成熟である。EU全体が一つの「国民国

家」にたとえられるなら、東アジアはまだ「封建

国家」の状態といわざるを得ない。実際には、経

済関係や人的交流が盛んに行われているにもかか

わらず、東アジア諸国間の「共通利益」とみなさ

れる概念をみいだすことが難しく、したがって、

通常いわれる「Win－Winゲーム」ではなく、

「Zero－Sumゲーム」とみなされる状態となって

いる。その主要な障害は、非対称性ないしは様々

な領域に非常に大きな差異が存在するということ

である。国家規模、経済発展水準、イデオロギー

等々における大きな差異である。さらにまた、東

アジアのふたつの大国である中国と日本の間には

数千年の交流の歴史が存在するが、当該両国間に

は「対等」の関係を構築した経験がない。「中心

国対従属国」、「侵略国対半植民地国家」といった

「非対等」な関係が、古代から近代まで延々と続

いてきたのである。そしてそのことが両国国民の

心理に大きな影響を与えている。

真の協力関係を形成するには、互いの信頼関係

が不可欠である。むろん経済関係に伴う経済的利

益の意義は大きいが、信頼の乏しい経済的関係は

表面的な協力関係でしかなく、状況によって、関

係は容易に断ち切られるないしは貿易相手国の転

換が行われるだろう。（Hakogi（2008）がふれて

いるとおり）（旧）ソ連という「大国」主導で形

成されたCMEA（経済協力会議）は、極端に貿易

相手国が転換し（貿易に伴う利益が失われたため）

貿易破壊と呼ばれる状況となり、比較的短い期間

しか存続し得なかった。結局、地域統合とは互い

の信頼にもとづく関係である。その意味では、

（以下にみるとおり）高い域内貿易比率によって

「事実上の統合」と呼ばれていても、戦争の傷が

まだ完全に回復していない東アジアでは、教科書

問題や靖国神社参拝問題などに象徴的に示されて

いるように、地域統合への道はまだ遠いといわざ

るを得ない。上記「非対称性」を契機にして、東

アジア諸国の民族主義はいろいろな形でしばしば

亢進してきた。そうした動向にあって、高度成長

過程にある中国の責任は重大であろう。さまざま

な「非対称性」をどのように解消するのか、中国

の「大国」としての素質と能力が問われることと

なろう。世界のリーダーになる前に、地域のリー
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（３）の懐疑派の主張は、共同体という統合を

形成するには、EUに典型的にみられるように、

価値観の共有を必要とし、またある程度まで加盟

諸国間の類似性を必要とする。その意味で、東ア

ジア共同体の加盟候補諸国の間にそれだけの価値

観の共有もなければ、類似性も存在していない。

東アジア共同体というアイディア自体が時期尚早

だろう、というものである。

（４）の反対派は、東アジア共同体というアイ

ディアの存在自体理解しがたいものだという主張

である。アジアにおけるリーダーシップを目指す

中国の構想であり、日本がこうした構想に組み込

まれるのは望ましくない、という考えにもとづい

ている。

典型的な主張とは何だろうか。

（１）の賛成派の意向を伝えるには、まず伊藤

（2005）が「まえがき」で述べている言葉が象徴

的な役割を果たすだろう。すなわち、伊藤は、

2003年９月に北京で「東アジア・シンクタンク・

ネットワーク（NEAT）」の設立総会（伊藤によ

れば、NEATとはASEANプラス３の首脳会議に対

して東アジア共同体形成の道筋を助言することを

任務としている）に出席した際の、設立総会の雰

囲気が、（伊藤に）「アメリカ合衆国憲法を制定し、

13の独立国を１つの連邦にまとめあげた、あの

1787年のフィラデルフィア会議の雰囲気は、こん

な雰囲気だったのではなかろうか」と思わせたほ

どの、熱気をはらんだものであり、「出席者たち

はみな「自国の言葉」ではなく「東アジアの言葉」

で語っていたと思う」と述べている。そして、

「このままでは日本だけが置き去りにされるので

はないか」というのが実感である、と述べている

（２－３頁）。

東アジア経済共同体構想およびその発展として

の東アジア共同体構想の推進を主張する谷口

（2005）は、同じく「まえがき」のなかで、日本

が東アジアの地域統合をすすめるにあたって「米

国の圧力に屈することなく、東アジアのオリジナ

ル・メンバーによる、東アジアの地域統合をめざ

すべきである。日本がいつまでも米国の影に怯え

ていれば、日本はアジアの地域統合の流れから取

り残され、孤立するであろう」（x―xi頁）と述べ

ている。

むろん、数多くの論者が、多くの論点において

ダーに相応しい素質と能力をまず彫琢しなければ

ならない。それは、どのようにして可能だろうか。

近隣諸国を変えるようにつとめることを方向転換

させ、むしろ中国自身の変化をつうじて近隣諸国

の変化を促すことが、より効果的かもしれない。

以下に述べる本稿の表現にしたがって言い換え

れば、それは「経路依存」からの脱却の道筋の選

択というべき問題であろう。

１－２．地域統合と日本の戦略：日本における

東アジア共同体の議論

本節では、日本における議論の状況について述

べてみよう。日本の状況を概観するには（そして

以下本稿の議論につなげていくためには）、日本

において東アジア共同体ないしは東アジア経済共

同体をめぐってどのような議論が行われてきてい

るかを整理してみるのがよいだろう。しばしば伝

えられるように、日本における東アジア共同体の

議論が比較的活発に行われるようになったのは、

2004年以降のことである。

日本における東アジア共同体の議論はおおむね

４種類に分けることができる。

すなわち、（１）賛成派、（２）自由貿易地域賛

成派、（３）懐疑派、そして（４）反対派である。

このうち、2008年時点で判断する限り、少なくと

も発言者の数が多いという意味で多数派なのは

（１）の賛成派であろう。賛成派の議論は、おお

むね、東アジア地域の統合に向かう潮流のなかで

明らかに日本は遅れている。はやく動き出さなく

てはならない、あるいは、日本が将来沈没しない

ために是非必要な構想である。したがって、積極

的に関与していく必要があるといった、外交政策

の視点からの議論である。

そして（２）の自由貿易地域賛成派は（いうま

でもなく、自由貿易地域と共同体との間には大き

な統合のレヴェルの相違が存在するから、自由貿

易地域に対する賛成論がすなわち共同体への賛成

論を意味するわけではない。したがって（２）と

して分類することとした）、共同体というレヴェ

ルではなくあくまでもFTAのレヴェルに関してい

えば、FTAの形成が、協定加盟国のGDP成長率を

（加盟しない場合に比較して）高めるという主張

である。
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ほぼ一致した議論を展開しているわけではなく、

さまざまな主張が存在していることはいうまでも

ない。だが、基本は、日本の目指すべき方針とし

て、まず日本の（「外向き」に向かう）開放をす

すめ、アジア諸国との揺るぎのない関係とりわけ

中国との間に平和的・友好的な関係を築き、東ア

ジア共同体を目指していく意識ならびに作業をす

すめていく、ということであるように思われる。

したがって、賛成派の議論が、中国との平和

的・友好的な関係を前提としていることは間違い

ない（そして相対的に米国との関係への軸足に疑

いをもってのぞんでいるといってよい）。実際、

日本と中国との関係が敵対的・非友好的なもので

あれば、いかなる形であれ東アジア地域において

共同体を形成していくことは無理である。

（２）のFTA拡大の主張を、浦田（2008）にし

たがってみてみよう。浦田（2008）は「貿易自由

化」の効果について、一般均衡モデルを使ってシ

ミュレーション分析を行った結果、加盟国あるい

は経済圏の広域化がより大きなGDPの上昇をもた

らすこと、したがって、「日本は農業を軸に自由

化と構造改革を進め、ASEAN＋６の自由貿易協

定（FTA）設立に向けた先導的な役割を果たすべ

きである」と述べている。浦田の主張は、

ASEAN＋３よりもASEAN＋６に広域化すること

がGDP成長率を引き上げるという主張である２。

広域化の「規模」の問題や「スパゲティ・ボール」

現象をひとまず別とすれば、原則として、（Kemp

and Wan（1976）の主張のとおり）FTAや関税同

盟に伴うネットの効果に関しては深刻な問題は存

在しないだろう３。

（３）の懐疑派の主張は、貿易自由化の効果を

否定しているわけではない。しかし、現時点で共

同体を推進していく趨勢を積極的に捉えるのは無

理があるだろうという主張である。たとえば、渡

辺（2006）は東アジアを自由貿易地域としようと

いう構想についてはメリットが大きく支持する

が、しかし「支持はそこまでであって、それ以上

ではない」と述べ、仮に東アジア共同体が創出さ

れるとすればその主導権を握るのは中国であるこ

と、また米国からの離脱傾向を強めざるをえない

こと、極東アジアは「なお19世紀的なナショナリ

ズムの渦巻く諸勢力確執の場」だから、「確執を

御する力が日本にあるかのごとき前提で東アジア

共同体を語ってはならない」（218頁）と述べてい

る。渡辺の理解の柱のひとつは（われわれが以下

で指摘する）東アジアにおけるナショナリズムの

趨勢であって、依然として東アジアに属する諸国

が開放的にでき上がっておらず「ナショナリズム

の渦巻く」世界である、ということであろう。

小宮（1996）は、（東アジア地域においては）

「フォーマルな地域的経済統合が形成される可能

性は差しあたりは乏しいと考える」（７－８頁）

と述べ、しかし、（東アジア諸国をはじめとする

国々が、交渉のためのグループを形成して、当該

グループが）「EUやNAFTAが保護主義的・閉鎖

的傾向に陥らないように、グローバルな自由貿易

体制の侵蝕が進まないように、チェックするため

の交渉グループ」を形成すれば、それは「WTO

の本来の主旨にかなったものであると考える」

（８頁）と述べている。

原（2005）は、新制度論の視点から議論を展開

している。東アジア共同体とは、「日本と中国と

が社会秩序の構成面で一体性、単一性を強めると

いうことであろう」（179頁）と述べ、しかし（こ

と市場経済の法的枠組みだけにかぎっても）経済

制度は慣習や文化と分離可能ではなく、したがっ

て慣習や文化が異なる以上、一体性、単一性を求

めるのは現実的ではないと主張している。そうだ

とすると、共同体の成立はそれ自体困難だという

ことになるだろう。われわれの先の表現にしたが

っていえば、互いの信頼関係を深めるということ

と、社会秩序の構成面における一体性、単一性を

強めることとは切り離せない。

渡辺の議論と原の議論で明らかなように、東ア

ジア共同体の議論の柱（のひとつ）は中国との関

係をどうみるかということである。（１）の賛成

派の人々の共通点は、日中（中日）間の平和的・

友好的な関係が共同体構築の基本だという立場だ

った。しかし、渡辺は、「東アジア共同体という

中国主導の」枠組みの中に入っていくことは危険

であると述べ、原の主張によると、慣習や文化が

異なる以上、一体性、単一性を強めるのは現実的

ではない、ということになる。

そうした中日（日中）関係に関する渡辺や原の

（とりわけ渡辺の）議論をさらにすすめると、（４）

の反対派の主張に近づく。

（４）の反対派の主張をかなり単刀直入に述べ
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国の位置づけとを切り離すことはできない。

たとえば櫻井の主張するように、中国と協力し

ていくのは困難であり、日米関係や日米同盟の緊

密化、強化こそ日本のとるべき道であるという議

論と、たとえば谷口の論じているように、「日本

がいつまでも米国の影に怯えていれば、日本はア

ジアの地域統合の流れから取り残され、孤立」す

るとみる議論が存在する。それらが、日中（中日）

関係か日米関係かという、二者択一の議論だとす

ると、明確な日本の外交戦略を議論しないかぎり、

容易に結論に到達できない。

しかし、仮に東アジア共同体の推進がまた米国

にとっても好都合なものであるとすれば、二者択

一の議論から抜け出すことができる。日米同盟の

強化を促進するという意味で、上記「反対派」に

よる反対の主要な論拠（日米関係の強化を損なう、

あるいは日米同盟の消滅に至る）が存在しなくな

る可能性がある。のみならずまた、「賛成派」の

想定する「米国の圧力に屈」したり、「米国の影

に怯え」る必要はなく、はるかに容易に東アジア

共同体の推進をすすめることが可能になる。

そうした興味深い主張を唱えているのは宗像

（たとえば、Munakata（2006））である。そしてわ

れわれのみるところ、宗像の主張は、東アジア共

同体をめぐる諸議論のなかで、注目すべき多くの

知見や論点を含んでいる。それらのいくつかは次

のとおりである。

宗像の議論の焦点である、東アジア共同体をつ

うじて「日米の国益は合致する」という主張の根

拠は、宗像によると次のとおりである４。第１は、

日本経済の将来展望は、アジアのダイナミズムに

依存する。したがって、米国としてみても、日本

がアジアからの競争を受けて立ち、アジアの挑戦

を機会に経済構造改革に取り組んでいくことを奨

励することが利益となる。第２に、相互依存は相

手の繁栄が互いの利益になることであり、相手を

より信頼できる存在にする効果を持つ。それは米

国の安全保障負担を軽減する。また、経済統合の

枠組みが作り出されれば、人・モノ・サービス・

資本・情報（思想や文化も含め）の交流がすすみ、

相互信頼の動きを加速する。第３に、日本がアジ

ア諸国に信頼される存在になれば、米国の同盟国

としての価値が高まる。

すなわち、日本がアジアの経済統合に取り組む

ている中西（2006）の議論によれば、東アジア共

同体による明白な受益者は中国であり、「中国の

発展に日本と韓国の経済力を利用するための『枠

組』」だということになる。そうした中国の周到

な戦略に比べて、日本側の持つ世界観、アジア観

は「まことにお粗末」であり、「戦略的視野が乏

しいと言わざるを得ない」から、「中国の罠には

まる」ことになる。したがって、「共同体は議論

に及ばず」というのが中西の結論である。

中川（2007）によれば、東アジア共同体構想は、

1940年の「大東亜共栄圏」が、「幽霊のように、

「東アジア共同体」と名を変えて再登場してきた」

（163頁）ことになる。そして東アジア共同体は、

「日本にとって経済的なメリットは全くな」く、

「とてつもなく、日本に経済的な負荷をかける」

（68頁）ものであり、「日米同盟を自然消滅に至ら

しめるのを目標としている」ことになる（68頁）。

なお、中川（2007）でも、それは中国の意図であ

るという論拠がさまざまな角度から述べられてい

る。

櫻井（2004）もまた、「民主主義的価値観を共

有しない国家と共同体を構成し、EUのように通

貨、政治、外交、安全保障などで協力し合えるも

のではあるまい」と述べている。なお、東アジア

共同体を主導するのは中国であり、日本に、この

構想に際して「中国と互角に競う準備はあるのか

疑わしい」と述べている。そして、東アジア共同

体構想は「明らかな米国はずしになりかねない」

と危惧し、「増大する中国の政治、軍事、経済、

価値観すべてにおける脅威に対抗するには、日米

関係の緊密化こそが重要」であるというのが櫻井

の主張である。

中川や櫻井の議論に強く共通するのは、「日米

関係の緊密化」や「日米同盟の強化」が日本の国

家戦略の立場から重要だという認識であり、渡辺

や中西の議論に共通するのは、東アジア共同体と

いう「中国主導」の枠組みに対して日本の乏しい

「戦略的視野」で対処するのは危険であり、東ア

ジア共同体は議論しない方がよいというスタンス

である。

先に述べたとおり、東アジア共同体の議論の柱

（のひとつ）は中国との関係をどうみるかという

問題だが、同時に上記の議論のなかでしばしばふ

れられたとおり、また東アジア共同体の議論と米
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過程で、アジアにしっかりと組み込まれて隣国に

信頼されるようになれば、米国にとってもより価

値ある同盟国となるだろう、という主張である。

しかし、当然のことだが、仮に宗像の議論が成

立するのであれば、受益国である米国がはるかに

強力に東アジア共同体構想に賛成し、その実現に

尽力しても不思議ではない。米国がそうした動き

をみせている兆候は存在しないから、少なくとも

宗像の議論が成立すると米国が考えているとは想

定しづらい。

実のところ、東アジア共同体の推進が、日本に

とっても中国にとってもまた米国にとっても有益

であると主張するためには、非常に厳しい条件が

必要である。そして当の宗像自身が、東アジア共

同体は容易に達成され得ないものと考えているこ

ともまた疑いない。

事実、宗像は「域内各国が劇的に変わらなけれ

ば達成されない」と主張している。それでは、

「劇的に変わる」とはどういうことだろうか。宗

像によれば次の４点である。すなわち、第１は、

国内保護と官僚主義によって隔てられた「内向性」

の国々の集合から、開放的で統合された市場へと

いう「外向性」へ、第２に、米国市場依存の輸出

国の集合から内需志向の国々の集合へ、第３に、

市場経済制度が未熟で経済的ショックに対し脆弱

な経済から、競争とイノベーションに適した堅固

な制度を持った経済へ、そして第４に、政治的競

争と歴史的憎悪によっていがみあう国家の集合か

ら、共通の願望と相互信頼を絆とする地域共同体

へ、の変化という４点である。そして、宗像自身

が認めているとおり、それらは「現実離れしてい

る」ようにみえる。

また、宗像自身がきわめて難しいと考えている

だろうことは、宗像自身の次のコメントすなわち、

「東アジアでは、中国の政治体制が変わらないか

ぎり、本当の意味での共同体を形成することはで

きないだろう」（2006，p．182）という言葉に明

瞭に示されている。（その意味で、宗像を「賛成

派」に含めるのか「反対派」に含めるのか、ある

いは「懐疑派」に含めるのか判断するのは難しい。

Jhee（2008）は「悲観派」という分類に含めてい

る）。なお、「中国の政治体制」が東アジア共同体

形成の大きな障害であるという見方は、たとえば、

Hakogi（2008）にもみられる。また、柳田（2008）

は、東アジア統合の道筋を東アジア共通通貨の導

入に照らして述べたものであり、その意味ではむ

ろん「反対派」ではないが、「中国が複数政党に

よる民主国家にいつ転換するのか、民主主義国へ

の移行が早ければ早いほど共同市場の創設の時期

は早まる（93－94頁）と述べている。あるいはま

た、呉敬 （1997）は、経路依存からの脱却に関

連して、「既存の方向の転換にはしばしば外部の

力の助けを必要とし、外生変数の導入あるいは政

権の交替に頼ることになる」と述べている（呉

敬 （2007）、邦訳53頁、注（20）より引用）。要

するに、「中国の政治体制が変わること」が共同

体形成の条件だとすれば、日米同盟強化とか中日

（日中）の平和的・友好的関係の存在という議論

以前に、当面はきわめて難しいだろうと考えるほ

かない。

ところで、日本の立場からみると、容易に達成

され得なかろうとまた現実離れしていようと、結

局宗像は、「東アジアの情勢は大きく変化し、制

度的な経済統合に向けた機運が高まっている。こ

れは喜ばしい半面、日本は重い課題を突きつけら

れる。しかし、東アジア経済統合に取り組む過程

を通じて、日本は戦後の忘れ物を取り戻し、国家

としても社会としてもバランスを回復できるので

はないか」という希望をたくしている。すなわち、

宗像の主張は、日本が東アジア地域にしっかり根

をおろしアジア諸国に信頼されるような国を目指

すべきだということであり、そのことは米国にと

ってもまた利益になるという議論なのである（先

に述べたように、米国の戦略が宗像の議論と同様

の趣旨に適っているか否かは別の問題である）。

ここまでみてきた議論から本稿の立場を明瞭に

しておこう。必ずしも従来の主張にそうのではな

く、本稿の立場から比較的独立した主張として位

置づけるのは、以下の３点の主張だということで

ある。

（Ⅰ）第１は、たとえば小宮（1996）の主張す

る東アジア共同体ないしはそうした統合に属する

グループが、EUやNAFTAが保護主義的・閉鎖的

傾向に陥らないように、グローバルな自由貿易体

制の侵蝕が進まないように、チェックするための

交渉グループであり、WTOの本来の主旨にかな

ったものであると考えることができるという位置

づけである。EU、NAFTA、東アジア共同体がそ
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アジア共同体は形成可能であり、原のいう（慣習

や文化が異なる以上）一体性、単一性を強めるの

が困難であれば（それぞれの国の経路依存が維持

されるのであれば）東アジア共同体の形成は困難

だということになるだろう。われわれは、本稿最

終節においてこの点をやや詳細に検討してみるこ

ととする５。

２．ヨーロッパ連合：EU略史６

ヨーロッパの統合は拡大と深化の歴史から成っ

ており、第二次大戦後における主要な動きは1951

年からはじまる。ECSC（ヨーロッパ石炭鉄鋼共

同体）の設立である。

ヨーロッパ石炭鉄鋼共同体設立として示される

統合の第１段階の主要な目的は、通常、ドイツと

フランスの間の「不戦体制」の構築であるといわ

れる（それは、1950年５月９日、当時のフランス

外相シューマンによる「シューマン宣言」におい

て、ドイツとフランスとの間の不戦体制構築とい

う政治的目的を実現するための経済統合構想とし

て明らかにされている７）。同時にまたヨーロッパ

石炭鉄鋼共同体設立の目的は、原加盟６カ国（ベ

ルギー、フランス、（旧）西ドイツ、イタリア、

ルクセンブルグ、オランダ）の石炭と鉄鋼の共同

市場の形成である。（イギリスは当該共同体に参

加していない。イギリスは共同体としての統一し

た行動に縛られることを避け、イギリス独自の意

思決定の方を選択したのである）。

第２段階は、1957年にはじまり、上記６カ国が

EEC（ヨーロッパ経済共同体）およびEURATOM

（ヨーロッパ原子力共同体）条約に調印した時点

である。そして上記３共同体の理事会、委員会が

合同し、EC（ヨーロッパ共同体）と呼ばれるよ

うになった（田中他（2006）、20頁）。いうまでも

なく、それは経済、政治、安全保障の分野におけ

るいっそうの統合に向かう動きである。また、ヨ

ーロッパの統合の重要な目的は、ヨーロッパの分

裂ではなくヨーロッパの統一した行動をつうじて

米国からの独立を主唱するというものでもある。

とはいえ、1975年から1985年は統合の「暗黒時

代」（田中他（2006）、20頁）と呼ばれる。オイ

ル・ショックを契機とする景気の同時後退が（わ

れぞれチェック機能を果たし、保護主義的・閉鎖

的傾向に陥ることを阻止する働きがあり得ること

を指摘している。小宮（1996）の議論は、小宮自

身が述べているとおり、東アジア共同体のような

地域的経済統合が形成される可能性が差し当たり

は乏しいとしても、かりに形成されれば、自由貿

易を推進することに積極的な意義が認められる、

という議論であること、またヨーロッパ（EU）、

米国（NAFTA）、日本と中国（東アジア共同体）

という日中米欧の関係を捉える上で重要な視点を

与えるものであるという意味で、重要である。

（Ⅱ）第２は、宗像の主張する、東アジア共同

体をつうじて「日米の国益は合致する」という議

論である。先にみたとおり、宗像の議論が成立す

れば、日中（中日）間の平和的・友好的関係の構

築と日米関係の強化という要請は矛盾しなくな

る。東アジア共同体は、宗像の主張するような

「劇的な変化」を経て、形成可能となるという道

筋を明らかにしたという意味で、重要である。

（Ⅲ）第３は、原によって主張された新制度論

の立場である。すぐ上でとりあげた宗像の議論は、

根本的なレヴェルで原の議論と両立し難い。宗像

の主張を、原の主張の視点、すなわち、慣習や文

化が異なる以上、一体性、単一性を強めるのは現

実的ではない、とみる視点に立てば、「劇的に変

わる」ことそれ自体がきわめて非現実的だという

ことになる。したがって、東アジア共同体の形成

は、きわめて疑わしい。原の議論の重要な意味は、

共同体形成の分析に新制度論の視点を導入したと

いうことである。従来から、体制移行の議論の際

「経路依存」が主張されることが多かった。中国

と日本が重要な加盟国となるはずの共同体を論ず

るにあたって、新制度論の視点を導入してみるこ

とはある意味で当然のことだが、原の議論はその

視点を明瞭に示してみせたのである。以下述べる

本稿の分析は、われわれが従来から主張してきた

「体制移行と経路依存」の議論（たとえば、陳

雲・森田憲（2005）参照）の延長上にあるという

意味で、原の分析用具と密接に関連している。

宗像の議論と原の議論との根本的なレヴェルで

の相違を、原の主張する新制度論の視点から言い

換えると、それは経路依存から脱却できるか否か

という問題であるといってよい。宗像のいう「劇

的な変化」によって経路依存から脱却できれば東
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れわれが本稿で国民国家の「内向性」として言及

している）ナショナリズムの対立をもたらしたの

である。

第３段階は1985年にはじまる。1993年に至るこ

の段階では、統合は深化をみせ、財、労働、資本

の自由な移動を伴う単一市場に向かったものと考

えられる。

第４段階は、1993年のマーストリヒト条約に端

を発する。すなわち、（１）共通通貨、（２）共通

の外交・安全保障政策、（３）法務ならびに内務

関係の協力に向かうこととなり、EU（ヨーロッ

パ連合）に到達したのである。

EUはまた現在のところ４次（ないしは５次）

にわたる拡大を示している。第１次の拡大は、

1973年のヨーロッパ自由貿易協定（EFTA）諸国

のEC加盟である。なかでもイギリスの加盟が重

要な出来事であった。そして（デンマークの主要

農産物輸出国がイギリスであるため）デンマーク

もまたECに加盟し、他のEFTA５カ国はECとの

間でFTAに調印している。

第２次拡大（あるいは第３次拡大を含める場合

がある）は、南方への拡大であり、ギリシャ

（1981）、スペインおよびポルトガル（1986）であ

る。南方拡大の主要な原動力は、ECによるそれ

ら諸国の民主的な体制への支援（すなわち独裁体

制ならびに共産主義体制に反対する）の動きにほ

かならない。ただし、いうまでもなく、スペイン、

ポルトガル両国とフランス、イタリアとの間には

（それぞれの国益にもとづく）農産物をめぐる対

立が発生することとなる。

第３次（場合によっては第４次）拡大は、1995

年のスウェーデン、オーストリア、フィンランド

加盟の北方への拡大である。それら３カ国は、

EFTAの旧加盟国だが、EFTA加盟国であることに

伴うさまざまな不都合（たとえばそれらの国々の

企業がEC域内に立地を試みる場合に直面する不

都合）の存在により、EC加盟を選択したもので

ある。ただし、他のEFTA加盟国（アイスランド、

リヒテンシュタイン、ノルウエー、スイス）は依

然としてEFTAを選択している。なお、上記フィ

ンランドの場合には、もうひとつの事情が加わる。

フィンランドは旧ソ連に地理的に近接しているこ

とから、冷戦の終焉に伴って発生した事情すなわ

ち経済的および安全保障上の事情からの選択であ

る。

2004年および2007年の東方拡大は、したがって

第４次（場合によっては第５次）拡大である。そ

れらの国々のEU加盟に際して共有する価値観は、

（１）自由主義、（２）民主主義、（３）市場経済、

そして（４）キリスト教である８。新規に加盟し

た10カ国（2004年）および２カ国（2007年）はそ

うした価値観を共有している。しかしながら、

EUの拡大によってEU加盟諸国間の経済的格差が

拡がったことは疑いない。そして格差の拡がりが、

加盟諸国間の内向的（ナショナリズムに向かう）

動きを惹き起こす恐れがあることもまた否定でき

ない。

そうしたヨーロッパの統合への動向が明瞭に示

しているのは、統合への原動力は、ドイツとフラ

ンスとの間の「不戦体制」の構築であったこと、

そして南への拡大と東への拡大が示しているよう

に、軍事政権、独裁政権への「復帰」を阻止する

目的を持っていること、また共産主義政権への

「復帰」を阻止する目的を持って行われたことで

ある。すぐ上でみたとおり、その場合の共通の価

値観は自由主義、民主主義、市場経済そしてキリ

スト教である。東アジアを視野に入れるとすると、

したがって（キリスト教は最初から除かれるとし

ても）自由主義、民主主義という価値観の共有、

少なくとも独裁政権、共産主義政権の阻止という

目的に照らしていえば、ヨーロッパ型の統合を東

アジアの統合に持ち込んでみることは非常に困難

だろう。同時にまた、EUの拡大は、加盟国間の

所得格差を拡げるように働き、そのことが「内向

きの」ナショナリズムに強く働きかけていること

も注目されておいてよい。

３．東アジア：事実上の統合

東アジアの定義は必ずしも容易ではないが、近

年の東アジア共同体に関する議論に注目してみる

とすれば、東アジアとはASEAN＋３であると定

義してすすめるのがひとまず妥当であろう（後の

議論で参照するいくつかの場合に異なった分類が

あり得る）。それは、インドネシア、マレーシア、

フィリピン、シンガポール、タイ、ブルネイ、ベ

トナム、ラオス、ミャンマー、カンボジアの
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る各地域の貿易（輸出および輸入）の比率は、

EU（旧15カ国）が34.6％（EU25カ国では38.0％）、

NAFTAAが17.1％、東アジアが25.3％である。し

たがって、東アジアの比率はEUよりは小さいが

NAFTAよりは大きい。

しばしば指摘されるとおり、諸指標に関する東

アジア各国の差異あるいは格差はEUに比べて明

らかに大きい。たとえば、表２は、一人当たり

GNI（2005年）およびジニ係数（各調査年）であ

る。表から明らかなように、一人当たりGNIの最

高水準の国が最低水準の国の何倍にあたるか、と

いう倍率をみると、EUが14倍であるのに対し、

東アジアは100倍に達する。また、ジニ係数の平

均値をみると、EUが0.284であるのに対して東ア

ジアは0.385である。

ASEAN10カ国に日本、中国（香港、台湾の扱い

は統計によって異なる）、韓国の３カ国を含めた

地域を指す。

東アジア地域は、貿易の分野では緊密に統合さ

れてきているといってよい。通常「事実上の統合」

（de facto integration）（たとえ正式にないしは制度

的に統合されていないとしても）と呼ばれるとお

りである。事実上の統合とは、表１で示されてい

るような、高い域内貿易比率を指して呼ばれるも

のである。実際、2003年には、全体の輸出に占め

る域内での輸出は49.4％、全体の輸入に占める域

内での輸入は58 .6％に達している。EUおよび

N A F T Aのそれぞれの比率は、E Uが61 .4％、

63.5％、NAFTAが55.4％、39.9％である９。

2006年の世界の貿易（輸出および輸入）に占め

東アジア地域はたしかにEUに比べて大きな差

異ないし格差が認められるが、当該諸国間には

（とりわけ貿易の側面で）緊密な経済的連携が存

在していることもまた疑いない。したがって、東

アジアの統合は、EUの統合が制度的アプローチ

と呼ばれるのに対して、機能的アプローチと呼ば

れる。そして経済統合の領域で、EUが「制度的

統合」の典型的なケースであるのに対して

ASEANやAPECのようなアジアの統合は「機能的

統合」として解釈される。すなわち、「制度的統

合」が国民国家によって主導されるのに対して

「機能的統合」は企業によって主導されるものと

考えられるのである10。

３－１．「事実上の統合」：日中貿易とイギリ

ス―EC貿易との比較

先にEU略史のなかで述べたように、イギリス

は1951年のヨーロッパ石炭鉄鋼共同体に加盟しな

かった。それはイギリスが自国の政策的自由度を

優先したからであり、また英連邦諸国との密接な

関係を優先したからでもある。しかし、イギリス

と英連邦との間の垂直的な貿易はEC諸国間の活

発な水平的な貿易に比べて明らかに発展しなかっ

た。それはドイツやフランスに対してイギリスが

GDPの面で遅れをとったことに明瞭に示されてい

るといってよい11。イギリスはEECに対抗して

EFTAを設立したが、EFTA加盟諸国は大部分が自

由貿易によって利益を得る小規模な開放経済であ

り、すでに十分に開放された経済を持っていたの

である。したがってEFTAの設立によって、イギ

リスはEECに対抗し得る立場を獲得することはで

きなかった。

イギリスは、1961年にEECへの加盟を申請した

が、フランスの拒否によってなかなか実現しなか

った。それは、ヨーロッパの台頭を警戒する米国

表１　域内貿易比率 （％）

東アジア NAFTA EU

輸出

1980 33.9 33.6 61.0

2003 49.4 55.4 61.4

輸入

1980 34.8 32.6 56.9

2003 58.6 39.9 63.5

出所：浦田（2005），127頁。
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表２　東アジア、EUにおける一人当たりGNIおよびジニ係数

東アジア
一人当たり

GNI（米ドル）
ジニ係数 EU

一人当たり
GNI（米ドル）

ジニ係数

日本 38980 0.25 アイルランド 40150 0.31

中国 1740 0.45 イギリス 37600 0.34

韓国 15830 0.32 イタリア 30010 0.31

インドネシア 1280 0.34 オーストリア 36980 0.28

マレーシア 4960 0.48 オランダ 36620 0.29

フィリピン 1300 0.46 ギリシャ 19670 0.36

シンガポール 27490 0.43 スウェーデン 41060 0.25

タイ 2750 0.40 スペイン 25360 0.35

ブルネイ na na デンマーク 47390 0.27

ベトナム 620 0.35 ドイツ 34580 0.28

ラオス 440 0.35 フィンランド 37480 0.25

ミャンマー na na フランス 34810 0.31

カンボジア 390 0.40 ベルギー 35700 0.26

香港 27670 na ポルトガル 16170 0.39

ルクセンブルグ na 0.29

エストニア na 0.32

キプロス na na

スロバキア 7950 0.26

スロベニア 17350 0.28

チェコ 10710 0.25

ハンガリー 10030 0.24

ポーランド 7110 0.31

マルタ na na

ラトビア 6760 0.34

リトアニア 7050 0.29

ブルガリア 3450 0.28

ルーマニア 3830 0.28

倍率（最高水準
／最低水準）
：100

平均0.385

倍率（最高水準
／最低水準）
：14

平均0.284

出所：World Bank，World Development Report 2006（ジニ係数），2007（一人当たりGNI）.

の姿勢と密接に関わっていたと考えられる12。

結局、イギリスは1973年にECに加盟すること

になる。図１および図２は、イギリスの貿易にお

ける地域別構造を示している。図１および図２に

よると、イギリスの貿易において輸出も輸入もい

ずれもECは比率を増大させ、英連邦は減少させ

ている（米国はほぼ横ばいである）。

EC諸国ならびに英連邦諸国とイギリスとの貿

易関係を参考にして、日本の対米国ならびに対中

国との輸出、輸入の比率に注意を向けてみよう。

図３および図４である。

ほぼイギリスのEC加盟の時期から、イギリス

の貿易構造はEC諸国に向かって明らかなシフト

を示している。それらの図から読み取れるように、
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米国�

英連邦�

EC

図１　イギリスの輸出の地域別構造

出所：田中他（2006）、305頁。

図２　イギリスの輸入の地域別構造

米国�

英連邦�

EC

出所：田中他（2006）、305頁。

中国�

米国�

図３　日本の輸出の地域別構造

注：中国に香港を含める。

出所：財務省（日本）。
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図４　日本の輸入の地域別構造

中国�

米国�

注：中国に香港を含める。

出所：財務省（日本）。

日本の貿易の地域別構造もまた米国から中国に向

かって類似したシフトの動きを示している。しか

し、日本や中国の場合そこにはどのような制度的

統合のプロセスも存在していないから、そうした

シフトは事実上の統合に沿った動向にほかならな

い。

先にふれたとおり、1970年から1985年までの期

間をふつうEU統合の「暗黒時代」と呼ぶ。それ

は景気の同時停滞が惹き起こしたナショナリズム

の対立の結果である。そうした統合の「暗黒時代」

（から発生する対立）を回避するためには、以下

検討する国際秩序の役割が重要になるように思わ

れる13。

４．公共財としての国際秩序

国際秩序の定義はいったい何だろうか。数多く

の定義があり得るが、おおむね次のようなものが

一般的だろう。すなわち、「国際秩序とは、戦争

ないしは対立の反対、比較的平和が保たれている

状態」という定義である14。いうまでもなく、そ

うした国際秩序は（19世紀のヨーロッパのように）

主権国家間のパワーバランスにもとづいて形成さ

れたり、また、（アジアにおける「アヘン戦争」

前の朝貢システムのように）一国の独占的な権力

あるいは覇権によって成り立ったりする。戦争に

伴う混乱から人類が被る被害に焦点をあてていえ

ば、明らかに国際秩序は戦争や対立よりも優先さ

れてよい（ただし、どのような秩序が最も優位に

おかれるべきか、という問題については異なった

見解があり得る。一般的にいえば、国内社会と同

様に、国際社会あるいは国際的地域社会において

も、平等、自由、民主主義が実現されている状態

がよいはずである）。われわれは、したがって、

国際秩序とは一種の公共財であり大部分の国々に

とって必要なものだということができるだろう、

と考える。そのような公共財はたとえば防衛、警

察、司法等のようなものであって、社会にとって

枢要なものであり、政府組織によって供給される

べきものであって市場によって供給されるべきも

のではない。公共財の経済学的な定義は、「非排

除性」（すなわち対価を支払わないからといって

排除されない）および「非競合性」（すなわちあ

る人の使用が他の人の使用を妨げることはない）

である。私有企業によって公共財が供給されるこ

とは適切とはいえない。

国内社会において、公共財は「正の外部性」を

発生させ、社会秩序の礎をなす。類似した状況は

国際社会においても観察される。たとえば、ふた

つの国家が同盟を結んだとき、一方の国の安全保

障の強化はもう一方の国の安全保障の強化を意味

する。そして、ある強力なひとつの大国と他のい

くつかの小国が多国間同盟を締結したとすれば、

いくつかの小国は多額の防衛負担を支払うことな

くそれぞれ自国の防衛能力を高めることができ
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る。また、たとえば国際貿易の場合、あるひとつ

の国が自由貿易によって市場を開放したとすれ

ば、他の国々はそれによって貿易利益を獲得する

だろう。その場合、もし世界がある単一の共通通

貨を持つとすれば、それによって貿易や投資に関

する為替リスクは効果的に取り除かれるから、世

界全体の貿易や投資の促進に大いに役立つだろ

う。そうした諸事例は、あるひとつの国の行動が

他のいくつかの国々に利益をもたらすということ

である。

国際秩序とはいくぶん抽象的な概念だが、しか

し一種の公共財であることは疑いない。Buchanan

（1975）は、「自由の限界」という重要な概念を提

出している。彼が示すところによれば、政治的お

よび法的秩序は公共財であり、混乱は負の公共財

である。Buchananが主張しているとおり、民主的

な政治システムや通貨制度のような経済システム

は社会的公共財である。いうまでもなく、社会的

秩序の構成要素はさまざまな法的に整備されたシ

ステムであり、そうしたシステムによって作り出

される秩序は公共財なのである。

Buchananは国内社会の意思決定を、「立憲的な

意思決定」と「政治的な意思決定」とに分類して

いる。そして、立憲的な意思決定の事例として、

国際社会における安全を管理するシステムたとえ

ばGATT（関税および貿易に関する一般協定）

（1995年１月１日以降WTO（世界貿易機関））や

IMF（国際通貨基金）をあげている。しかし、国

際社会において各加盟国の意向がたとえば投票に

よって表明されるシステムはしばしば不安定とな

るため、実際には国際秩序は強力な国家（覇権国）

によって形成されることとなる。そしてその負担

もまた覇権国が負うこととなり、他の加盟国はし

ばしば「フリーライダー」となるのである。した

がって、第二次大戦後NATO（北大西洋条約機構）

やDAC（開発援助委員会）等では、「大国ほど負

担が大きい」という反対意見が表明された。

Olson（1982）によると、しかし、大国になるほ

ど秩序によってより大きな利益を享受しており、

より大きな負担を負うのは避けられないというこ

とになる。

歴史が示しているところによると、イギリスが

覇権システムを形成していた際には、イギリスが

国際秩序を主導し、その後第二次大戦後には米国

が超大国となり米国主導の秩序を形成することと

なったのである。

４－１．東アジア秩序における米国の影響

第二次大戦後の国際秩序についていえば、長年

にわたって冷戦が続き、東西間で異なった体制が

確立されてきた。こうした状況下では、少なくと

も両陣営間でいわゆる「Win－Winゲーム」構造

を形成するのは不可能だった。そして、戦後自由

貿易体制が東アジアにおいて浸透していったこと

は疑いない。しかし、同時に、安全保障の面では、

東アジア地域でさまざまな地域紛争が発生した。

たとえば、朝鮮半島問題、台湾問題、南シナ海

（南中国海）領土問題等である。当該地域におけ

る米国の存在は、東アジアにおける軍事同盟なら

びに米軍の駐留によって安定を保つ役割を果たし

た。米国は1940年代末以降東アジアにおける軍事

的位置づけの強化を試みてきたように思われる。

いうまでもなく、冷戦状態は1950年代初頭から明

瞭になってきたものであり、1946年から1955年の

10年間に米国は西欧地域に330億ドルを支出して

おり、それは米国全体の支出（509億ドル）の

65％を占めるものだった。そして米国は太平洋お

よび極東地域に97億ドルの支出をしており、支出

全体の19％にあたっている。言い換えると、その

当時、米国にとっての太平洋および極東地域の戦

略的な重要性は西欧に比べて低いものだったので

ある。太平洋および極東地域についていえば、い

くつかの事柄が米国の当該地域への進出を促して

いるといえる。たとえば、1950年２月には「中ソ

友好同盟相互援助条約」が締結され、また６月に

は朝鮮戦争が勃発している。米国では、34,000名

が死亡し、104,000名が負傷した。また、5,200名

が捕虜ないしは行方不明となっている。こうした

事態を受けて米国はソ連に対する戦略の強化をは

かることとなる。いわゆる「封じ込め政策」であ

る。1950年代前半には、米国はアジア太平洋地域

における軍事同盟を拡大している。表３のとおり

である。

米国のアジア太平洋地域での軍事同盟は50年以

上にわたって続いており、国際環境のもとでさま

ざまな試みを経てきた。それら同盟は修正および

歪みを経験してきたが、最も重要な同盟は日米安
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全保障条約であり、日本の安全保障に貢献してき

たといえよう。米国によって供給された国際的な

安全保障システムはいうまでもなく公共財であ

る。2004年のペンタゴンによる世界全体の軍事展

開戦略によって、米国は韓国に駐留する米軍の規

模を３分の１に削減した（3,600名をイラクへの

派遣にシフトしたのである）。韓国の反米軍国民

感情は近年高まってはいるが、北朝鮮との間の核

問題が未解決であり米国の軍事的撤退の決定は韓

国における安全保障上の不安を惹き起こしてい

る。

したがって、われわれは東アジア地域における

米国のプレゼンスは明らかに日本、韓国、台湾等

による求めに応じたものであり、米国という外的

要素の高度な介入は、東アジア各国自身の国内的

理由に深く根ざしたものだと考えている。

４－２．東アジア諸国の内向性

冷戦の終焉にもかかわらず、なぜ東アジア地域

における米国の影響が依然として大きいのだろう

か。われわれは、結局のところ、それは東アジア

地域諸国自身に行き着くものと考えている。すな

わち、東アジア地域諸国はそれぞれ強い「内向性」

を持つため、民族主義を超える卓越な「国際性」

を欠いている。結局、この地域のどの国（あるい

はどの地域組織）も地域全体に高い質を持った

「公共財」（経済システム、安全保障システム等を

含む）を供給できないのが現状である。それに対

して、同じく民族対立と壮烈な戦争を経験してき

たヨーロッパ諸国は―ＥＵの形成に象徴されるよ

うに―自主的に公共財を供給できる能力を示して

いる。ヨーロッパに比較して、東アジア地域諸国

は、ちょうど袋の中のジャガイモのような存在で、

自主的に全体の形（秩序）を整える力に欠け、し

たがって米国という「袋」を借りて当該地域での

国際秩序を整えるほかに道がない。

いったい、そうした内向性はなぜ生まれるのだ

ろうか。概していうと、内向性の根源はナショナ

リズムの未熟さによるものと考えられる。この未

熟さは国によって形成要因と表現がさまざまに異

なるが、大雑把にいえば、縦で観察される歴史的

要因（華夷秩序ないし朝貢秩序）と横で観察され

る多様性（発展水準や国土・人口の規模、そして

イデオロギー等）に由来するものと思われる。未

熟な民族主義はそれぞれの国を硬いジャガイモに

「仕上げ」させ、互いに大きな隙間を残している

のである。国民国家としての内向性ないし国民国

家間の疎遠感こそ、東アジア地域の自主的秩序作

りを阻む元凶である15。

５．ナショナリズムの性質

Schwantes（1974）によるナショナリズムの定

義とは次のようなものである。すなわち、同一の

生活圏、文化圏、経済圏ネットワークの構築を追

求する統一した、そして独立した意識や思想およ

び運動である。こうした特徴は大多数のメンバー

の間で共有されることから、ナショナリズムは一

種の集団的な心理状態ないしは心理的な動向であ

るといえるだろう。

ナショナリズムが思潮として広範に認識された

のは、18世紀末のヨーロッパであった。フランス

革命後、ナショナリズムは国際関係に影響する重

要なファクターとなったのである。それ以前には、

人々の忠誠心は狭い郷土（部落、氏族、都市国家、

領主、君主、教会など）に向けられ、個人の生活

表３　アジア太平洋地域における米国の軍事同盟

出所：五味・滝田（編）（1999）。

成立時期 条　　約　　名

1951年８月 米比相互防衛条約

1951年９月 日米安全保障条約

1951年９月 ANZUS条約（米、豪、ニュージーランド）

1953年10月 米韓相互防衛条約

1954年９月 東南アジア集団防衛条約（SEATO）

1954年12月 米華相互防衛条約
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論の議論が存在する。戦後における新興諸国の政

治的、経済的独立はナショナリズムの勝利といわ

れる。つまりナショナリズムは植民地が宗主国に

反旗を翻す役割を果たすこととなった。しかし先

進工業国では、２度にわたって発生した世界規模

での大戦に対する反省から、ナショナリズムとは

必ずしも望ましいものとはみなされていない。先

進工業国では、ナショナリズムはインターナショ

ナリズムに代替される傾向がみられる。しかし同

時にこれら諸国の内部では興味深い現象もまた観

察される―それは「地域主義」あるいはわれわれ

の用語では「コミュニティ主義」の進行である。

こうした傾向は、一種の「サブ民族主義」とい

えるだろうか。

実際、以下に述べる「ナショナリズムの４段階」

にそっていえば、先進工業国で観察されるナショ

ナリズムの新しい形態は、ナショナリズムの進化

の段階における表現とも考えられる。

５－１．ナショナリズムの４段階

衛藤（1966）は、ナショナリズムを４つの段階

に分類して示した。幼児期のナショナリズム、思

春期のナショナリズム、壮年期のナショナリズム

そして老年期のナショナリズムである。

幼児期のナショナリズムとは、国際社会に対し

て十分な認知が行なわれず、ほぼ自己中心主義的

な民族意識、思想および運動を中心に発達するも

のである。これらの国々の内部では生活圏、文化

圏、経済圏が完成されていないことが特徴である。

人々は外部から異物が入ることを感知すれば、本

能的に（したがって合理的ではない）それを排除

する「条件反射」を起こす。顕著な事例は東アジ

ア諸国で認められる。すなわち、アヘン戦争後中

国で発生した攘夷運動（義和団事件がその頂点で

ある）、朝鮮李朝の衛正斥邪運動、インドのセポ

イの反乱等である。

思春期のナショナリズムとは、国民国家が形成

されたばかりの段階のナショナリズムを指す。こ

の段階のナショナリズムの例は、たとえば、（旧

制度から解放された）革命後のフランスであり、

明治時代の日本のナショナリズムであり、そして

ケマル・パシャ時代のトルコのナショナリズムで

ある。また、戦後植民地や半植民地から独立を果

が国の運命と密接な関係にあるとは認識されてい

なかった。18世紀のヨーロッパでは、兵士は傭兵

として外国のために戦うことが普通だったのであ

る。

狭い郷土と国がリンクされ、民族主義が誕生し

たのは、欧米ではおよそ19世紀であったのに対し

て、アジアやアフリカでは20世紀に入ってからの

ことである。ナショナリズムは、したがって、西

ヨーロッパから（とりわけフランス革命が大きな

きっかけとなって）発生しその後徐々に世界全体

に広がっていったのである。Kohn（1945）は、

ナショナリズムをふたつの類型に分けている。す

なわち、西ヨーロッパ型と非西ヨーロッパ型であ

る。そして前者が「原型」であり、後者はその刺

激を受けて発生した「触発型」といえるものであ

る。それらふたつの類型の相違は主として以下の

とおりである。西ヨーロッパ型ナショナリズムは、

その主要な担い手がブルジョアであり、したがっ

て国内ではブルジョア的自由、平等、そして人権

が保障されたのに対して、非西ヨーロッパ型ナシ

ョナリズムは、その時期におかれた環境（19世紀

の帝国主義列強の植民地進出）から、西ヨーロッ

パの意味での「内的充実」を後回しにせざるを得

なかった、ということである。言い換えれば、民

族の独立と統一を最優先の目標にせざるを得なか

ったのである（「救世任務」が「啓蒙任務」を圧

倒したといえる）。しかし、非西ヨーロッパ型民

族主義は西ヨーロッパ型民族主義の刺激を受けて

触発されたものだから、しばしば矛盾を起こさざ

るを得なかった。つまり西ヨーロッパ（西ヨーロ

ッパの精神に内在する自由主義や理性主義を含め

て）を模倣する成分と反発する成分が複雑に絡ん

でいたのである。

19世紀から20世紀前半にかけての時期はしばし

ば「ナショナリズムの時代」と呼ばれ、20世紀後

半の時代は「転換に向かうナショナリズムの時代」

と呼ばれる。19世紀には、ナショナリズムは国際

関係の前進を促したため肯定的な評価を受けた。

国家を、国民が忠誠を尽くす最高の対象とするた

め、そして国家という抽象的な存在の崩壊を最大

限に止めるのに効果的だった。すなわち、ナショ

ナリズムは強力な求心力の役割を果たしたのであ

る。

しかし、現代では、ナショナリズムには賛否両
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たした新興国民国家のナショナリズムも、しばし

ば顕著な思春期ナショナリズムの特徴を示す。

思春期ナショナリズムは、国家の独立、統一お

よび強化を最高水準の目標とし、国民に国家に対

する絶対的忠誠を誓うことを求める（そうした意

識をさまざまな手段をつうじて浸透させる）。歴

史的には、思春期ナショナリズムの爆発で挫折し

た国々がしばしば存在した。たとえば、ツアーリ

政権のロシアでは「汎スラブ主義」が提起された

し、（資本主義諸国の中の後発国である）ドイツ

やイタリアではファシズムが権力を振るった。ま

た、日本でも「大東亜共栄圏」が主唱された。思

春期ナショナリズムは、非常に「内向的」であり

かつ「民族本位主義的」だったのである。そうし

た諸事例に比べると、民主主義が定着した西ヨー

ロッパのナショナリズムの場合、その担い手がブ

ルジョアであるために、ナショナリズムの進行は

国内の民主主義改革と同時に進行したのである。

したがって、ブルジョア的自由主義が西ヨーロッ

パ型ナショナリズムの中に存在し、この「成分」

の存在がナショナリズムの亢進を有効に抑えたも

のと考えられる。

第二次大戦後独立を果たしたアジア、アフリカ

の国々では、生活圏、文化圏、経済圏の整合性が

欠如し、国民国家の整合性、経済・社会各分野の

発展が、そうした国々の指導者にとってきわめて

重要な戦略的課題だったのである。そのような発

展のプロセスにおいて、ナショナリズムは広範に

主唱されることとなり、しばしば国内の矛盾の

「避雷針」となった。

壮年期ナショナリズムは、国民国家の内外にお

いてすでに社会的にも政治的にも成熟段階にある

場合のナショナリズムを指す。言い換えると、生

活圏、文化圏、経済圏で共同体としてのネットワ

ークが十分に発達しており、しかも共有されてい

る。壮年期ナショナリズムの国々では、したがっ

て、国際社会全体の利益（国際秩序の安定や進化）

とよくバランスのとれた自国の利益を求めること

となる。すなわち、「国益」に対する考え方が理

性主義にもとづいて行われるといってよい。そう

した国々の内部では、各種社会システムと制度が

良好な自己継続機能を有し、社会的な均衡回復能

力が強い。一般的には、したがって、極端なナシ

ョナリズムの運動が噴出することはない。現代欧

米社会のナショナリズムは、そうした状態にある

ものと認識できる。

老年期ナショナリズムの国々は、かつては、力

強いナショナリズム運動も経験したが、現在は国

際社会の一角で落ち着いた存在となっている。こ

れらの国々の統合は遠い昔のことであり、現在、

その生活圏や経済圏等は、独自の文化を保持しな

がら、国際化している。同時に、国民の帰属意識

は日常生活とより密接な関係にある「コミュニテ

ィ」に注がれるようになっている。たとえば、先

進諸国では都道府県あるいは州のような広域自治

体の権限が強いが、北欧諸国では基礎自治体の方

に権限が委譲されている。

老年期ナショナリズムは、国内外の環境の変化

によって存続するか、あるいはまた新たに変身す

る可能性がある。たとえば最近、スウェーデンは

対人地雷廃絶の国際協定（「特定通常兵器条約」

に付属の「地雷、ブービートラップ及び他の類似

の装置の使用の禁止又は制限に関する議定書」)

において、国際社会での積極的な橋渡しの役割を

果たしており、その外交成果は高く評価されてい

る。「小国」（中立国）だからこそ可能な外交とも

いえるものである。

以上述べたように、総じて、ナショナリズムの

成熟性はふたつの指標ではかることができる。ひ

とつは国内社会の整合性（あらゆる面での格差の

軽減、経済・文化・生活等ネットワークの形成）

であり、もうひとつは国際社会との整合性（国際

社会との間でバランスのとれた国益の追求）であ

る。

付け加えていえば、われわれは「近代化」の真

髄とは、「理性の発達」にほかならないと考えて

いる。むろん、この場合の「理性」とは、個人や

文化、そして制度等にまで浸透していくものであ

り、「個人の理性」、「文化の理性」、そして「制度

の理性」等が形作られることになる。東アジア諸

国の国際化（「外向性」の獲得）はまさにこうし

た理性の発達の過程でもある。そして、その過程

において相互に強く影響しあうことになろう。す

なわち、どの国も単独で「理性的な近代国家」に

は到達し得ず、またどの国も結局は周辺諸国の行

動を意識しかつ刺激されながら、共にすすむかそ

れとも共に後退するかという過程を辿ることにな

る。その意味でそして戦後のヨーロッパの状況を
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ふりかえってみると、東アジア諸国の持つ胆力、

勇気、智恵等々が今後の東アジア共同体の明暗を

分けることになるだろう。

６．東アジアにおける地域主義の台頭
６－1．伝統的な東アジア的秩序の特徴と変遷

先に第１節で、発展途上国と地域主義について

考えてみた。本節では、東アジアにおける地域主

義に焦点をあてて考えてみることとする。

19世紀半ばの「西洋の衝撃」を受ける以前の東

アジアには伝統的な秩序が存在していた。それは

中国による「朝貢システム」であり、一種の地域

的国際秩序と呼ばれ得るものである。

朝貢システムは現代の国際関係とどのように比

較されるものだろうか。

その相違は明らかである。現代ヨーロッパの国

際関係は、独立した国民国家をその構成主体とし

ている。しかし東アジアの朝貢システムの構成主

体は王朝国家だった。前者は、国際システムにお

ける前提として諸国家が対等であるのに対して、

後者は、諸国家間に支配―従属の関係があり、中

国による秩序が存在していたのである。

戦後東アジアの国際システムについていえば、

いくつかの異なった見方がある。たとえば、東ア

ジアの国際システムは米国とヨーロッパの現代国

際システムに付随したものであるという主張であ

ったり、あるいはまた東アジアの伝統的な国際シ

ステムは存続しており、米国およびヨーロッパの

国際システムと足し合わされて、ふたつの大きな

システムの並存状態を示しているという主張であ

ったり、という状況である。さらにはまた、欧米

主導の国際システムが東アジアにおよんできた際

に、前近代的な東アジアシステムがこれに対して

強力に抵抗したため、結局欧米主導の国際システ

ムはその浸透を実現するために自ら変形を行なっ

た16、という主張であったりするのである。

アジアの国際システムの検討は、したがって、

ふたつの特徴に注意を向ける必要があるだろう。

ひとつは、いわゆる「重層性」であり、もうひと

つは「非自立性」である。「重層性」は長い歴史

を持つ。東アジアにおける伝統的秩序（「中心―

周辺」構造）の中にビルトインされているもので

ある。中国（西安、北京等）は東アジア朝貢シス

テム全体の中心を占め、各王朝もまた王朝自身の

「中心」を持った。近代以後、欧米主導の国際秩

序が東アジアに浸透したことによって、伝統的な

重層構造の「中心」は「漂流」しはじめ、あるい

は「多中心」に分化することとなった（実質的な

「中心」の、アジアから遠く離れたロンドン、パ

リ、ワシントンD．C．等への、漂流あるいは移

動が起こったのである）。言い換えると、本来静

態的な「中心―周辺」関係が流動化しはじめたの

である。こうした現象に直面すると、必ずしも明

瞭でない複雑な諸関係について再検討してみる必

要が出てくるだろう。

そうした再検討の対象は、たとえば、文化大革

命を経験した中国は、引き続き「儒教の中心地」

として存在し得るだろうか。「雁行形態型発展」

がアジアにおいて主導的な役割を果たしていると

すれば、日本がアジアの「経済的中心」になるだ

ろうか。また、「軍事的中心」と「政治的中心」

はどこだろうか、等々といった諸問題である。冷

戦の名残が残っている東アジアでは、これらの

「中心地」に対する認識が一致できないし、判断

にいささか「時期尚早」のイメージが残るだろ

う。

そうした「流動性」や「重層性」に伴うのが、

東アジア秩序の「非自立性」である。東アジアの

秩序における「非自立性」の源泉は、アジアの各

国民国家それぞれが持つ「内向性」にあると考え

られる。こうした「内向性」は「移行途上のナシ

ョナリズム」に根づいている。この「移行途上の

ナショナリズム」は、それら各国で生成要因と表

現こそ異なるものの、概していえば、先に述べた

とおり、ふたつの経路から発生する。すなわち、

縦の歴史的経緯（華夷秩序ないし朝貢秩序）およ

び横の多様性（近代化の水準、イデオロギーの相

違等々）によって複雑に構成されることとなるの

である。

６－２．東アジア地域主義の台頭：民族主義転

換と秩序進化の可能性

東アジアの流動性について付け加える必要があ

るのは、「流動化」・「重層化」した秩序構造の

なかで、比較的数多くの「地域横断的」あるいは
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interest) の発見という観念の転換からはじまるも

のであり、（後の節で述べる）「国際レジーム」の

構築こそこの斬新な観念を定着させる「制度的装

置」となるといえる。機能主義および新機能主義

はこの面で多くの研究成果を提示してきている。

そこでは、グローバル化のなかで、多くの国家下

位組織がすでに国家という殻を打破する試みを開

始していると結論付けられている。われわれも基

保障」の効果が生まれる。そして当然、人々が安

心して生活できる各種のニーズにも対応している

（生存のための道具の役割となる）。つまり、「ナ

ショナリズムは一種の生来の感情」だとしばしば

いわれるが、実際にはそうした感情を生み出すの

は、（意外にも）ナショナリズムが「生存の道具」

として適切に機能しているからである。

歴史的にみると、ナショナリズムの担い手は単

一の民族共同体であったり、多民族共同体であっ

たりする。そして地域統合の拡大につれて、ナシ

ョナリズムの担い手もまた拡大・移転していくの

である。したがって、もしアジアの（経済統合か

らはじまる）統合が進展し、新しい共同体ができ、

経済発展、文化認知、安全保障などの面でそれぞ

れの国家や民族のニーズを満たすことができれ

ば、本来各国に分散したナショナリズムの担い手

はばらばらな国民国家から東アジア共同体に移転

されることになるだろう。こうした動きが、東ア

ジア諸国の現在の「移行途上のナショナリズム」

の進化をも促進するだろう。それによって東アジ

ア諸国の「内向性」が弱まり、「インターナショ

ナリズム」が実現することとなろう。それはまた

東アジアの「自立性」を伴った国際秩序を生み出

すことになる。

そうした、ナショナリズムからインターナシナ

リズムへの過程は、どのようにそして誰によって

実行されるのだろうか。

ナショナリズムの進化は、共通利益 (shared

「サブ地域的」な経済協力システムがあらわれて

いるということである。たとえばASEAN、APEC、

EAEC（東アジア経済協議体）等の経済協力機構

がそれである。同時に、「環日本海経済圏」、「環

黄海経済圏」、「環南シナ海経済圏」（「環南中国海

経済圏」）、「（台湾海峡を挟む）両岸経済圏」、「タ

イバーツ経済圏」のような地域経済圏が非常な勢

いで発展している。こうした地域協力機構および

その活動は、人・モノ・サービス・資本の移動と

いう意味で、国境ならびにアジア地域の境界線を

消滅させる働きをし、したがって「開放性」を意

味している。

それでは、こうした「開放性」は十分だといえ

るだろうか。すなわち、こうした「開放性」は東

アジア諸国が従来持っている「内向性」を変える

（さらに東アジア諸国のナショナリズムを望まし

い方向へ変化させる推進力となる）水準の強さを

持っているといえるだろうか。注意深く見守る必

要がある。

なぜなら、ふつう、ナショナリズムとは一種の

「生来の感情」とみなされるが、（われわれはそれ

を否定しないことを前提に）ナショナリズムの

「道具性」を強調してみることとする、あるいは、

ナショナリズムが（生存のための）強い「道具性」

を持つゆえに、「生来の感情」とみなされるもの

と考えるからである。生活圏、文化圏、経済圏ネ

ットワークの共有とは、民族内部の、相互認知の

完成を意味している。それによって、「集団安全

表４　FTAの日本のGDP（2010年）におよぼす効果 （年率、 ％）

出所：日本経済研究センター（2001）。

FTA加盟国 日本のGDPの変化（％）

日本、シンガポール 0.07

日本、シンガポール、韓国 0.14

日本、シンガポール、メキシコ 0.10

日本、ASEAN，韓国、中国 1.02

中国、ASEAN －0.05

日本、中国 0.78

日本、米国 0.99
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関連して述べたとおり、経済的利益が乏しくなれ

ばナショナリズムが喚起され、統合の「暗黒時代」

に入る可能性が大きい。そして、先に述べたとお

り、そこには信頼関係の存在が不可欠である。

FTA形成の効果を考えてみる場合、自由な貿易

からもたらされる経済的利益は、日本経済研究セ

ンター（2001）が示しているように（表４）、

2010年に日本のGDPはASEAN、韓国、中国との

FTA形成をつうじて1.02％増大する。反対に、仮

にFTAが、日本抜きで、ASEANと中国の間で形

成された場合、同じく日本のGDPは0.05％減少す

ることとなる。

そのことは、FTA加盟候補国間での交渉は利益

の配分で困難な局面があるかもしれないが、表４

に明らかなように、FTAの形成はGDP成長率でみ

て明らかに利益であり、反対にFTAに参加しない

ことはGDP成長率を低くするという意味で不利益

なのである。上で述べた東アジアにおける地域主

義の台頭は、ナショナリズムからインターナショ

ナリズムへの動向であり、それは囚人のディレン

マの事例から、（Axelrod（1984）による）「しっ

ぺ返し戦略」の事例であると解釈され得るもので

ある。いうまでもなく、Axelrodの事例が強調し

ているのは、囚人のディレンマの事例を回避する

には繰り返し行動ないしは意思の疎通が重要だと

いうことにほかならない。

通常、囚人のディレンマは、政治学の理論家に

よって、近代国家の土台にある「契約―強制」現

象を説明するために、「各個人が共同行為の離脱

を主要な戦略とし、その結果全体として不十分な

成果しか生み出さない状況を説明するものとして

用いられる」（Stein（1983）p.122）のである。

囚人のディレンマの仕組みは図５のようなもの

である。周知と思われる、囚人のディレンマのス

本的にはこの論調に賛同するものだが、現時点で

の東アジアの場合には、国家や主権の境界を打破

する上への成長の力と、むしろ国家間のつながり

を断ち切ろうとする下への阻害の力が膠着状態に

あるものと観察されるといってよい。

結局のところ、東アジアで実質的に行われてい

る経済面での盛んな交流は、ヨーロッパのように、

地域統合にうまくつながるといえるだろうか。実

際には、経済関係においても、「対等な関係」の

存在が必要だが、残念ながら、東アジアではこれ

まで「対等な関係」を経験したことがない。そし

て「非対等な関係」は、いまなお、さまざまな形

で跡を継いでいる（しばしば教科書問題、反日運

動、中華思想、中国嫌悪等々の形であらわれる）。

したがって、地域統合における上への成長の力を

促進するには、上から圧しかかってくる「負の遺

産」を取り除く必要がますます重要になるだろ

う。

機能主義および新機能主義が提示したのはあく

までも可能性であり、地域統合の実現に際しては、

東アジア諸国における政治家および国民双方の理

性の成熟を待つほかに道はないように思われる。

７．東アジアのインターナシナリズムと
国際交流

われわれは、基本的に、統合へ導くインセンテ

ィブは経済的利益を（信頼関係を醸成し）平和や

秩序に転換させるメカニズムを作り出すことだと

考えている。国家間の長期にわたる安定した関係

の主要な目的は平和や秩序によって保障される経

済的利益の獲得にほかならない。先の節でEUに

図５　囚人のディレンマ

出所：Stein（1986），p.122。
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トーリーをここで述べることはしないが、そのエ

ッセンスは、要するに行為主体AにとってはBの

行為がB1のときには４＞３となってA２が選好さ

れ、B２のときにも２＞１となってA２が選好され

る。行為主体BにとってはAの行為がA１のときに

は４＞３となってB２が選好され、A２のときにも

２＞１となってB２が選好される。すなわち、行

為主体Aは個別利益にもとづいて行動すればつね

にA２を選好し、行為主体Bは個別利益にもとづい

て行動すればつねにB２を選好する。したがって、

個別利益にもとづいて行動すれば、つねに（A２、

B２）が均衡となり、その際の利益は（２，２）

である。しかし社会全体としてもまた行為主体に

とっても明らかに、（３，３）となる（A１、B１）

の方が利益が大きい。

したがって、囚人のディレンマのケースは、閉

ざされた条件のもとで成り立つといってよい。す

なわち、（１）ふたりのプレイヤー（囚人）は意

思の疎通の機会を持たない（情報がきわめて限ら

れている）こと、そして（２）ゲームは一度しか

行われない（「繰り返し」は許されていない）こ

とである。

「繰り返し」可能な囚人のディレンマ・ケース

を導入すれば結論は異なる。それはまた非パレー

ト最適な状態を避けるためには繰り返し意思の疎

通をはかることの重要性を強調するものである

（典型的な事例は、先にふれたとおり、Axelrod

（1984）によって主張された「しっぺ返し戦略」

であろう）。

囚人のディレンマの場合と同じ、図５のような、

利得表から出発し、繰り返しゲームが許されるも

のとしよう。次の各段階のゲームでは、ふたりの

プレイヤーとも３つの戦略があり得る。すなわち、

（１）つねに協力を選択する、（２）協力と非協力

とを順次選択する、（３）つねに非協力を選択す

る、である。上記の利得表のもとでは、それぞれ

の戦略の期待利得はE１、E２、E３であり、それら

は簡単に次のようにあらわされる17。

E１＝３＋３＋３＋３＋・・・

E２＝４＋１＋４＋１＋・・・

E３＝４＋２＋２＋２＋・・・

上記のとおり、繰り返しが可能ならば、戦略

（１）は明らかに戦略（２）および戦略（３）よ

りも大きな利益を示している。すなわち、「協力」

がパレート最適に到達する支配戦略であることを

示している。Axelrodが指摘しているとおり、囚

人のディレンマというナッシュ均衡状態は、プレ

イヤーの協力によって回避され、パレート最適に

到達し得るのである。いうまでもなく、そうした

利益の大きな結果は「交流」、「繰り返し」によっ

て得られるものといってよい。

Axelrodによるそうしたゲーム理論によるアプ

ローチは、（本稿にそくして表現すれば）各国が

「外向き」志向となり、交流が繰り返し行われる、

ことの重要性を指摘するものと思われる。

８．自由貿易地域および直接投資の傾
向：EUとの比較

８－１．東アジアにおけるFTAの傾向

Kemp and Wan（1976）によって理論的に主張

されたように、関税同盟やFTAの形成をとおして

パレート最適に到達することが保証されている18。

そうした理論的発展と同時に実際にもFTAは1990

年代以降拡大してきている。

1948年から1990年までにFTA形成総数は30だっ

た。しかし、1990年から1995年までに形成総数は

79に増大し、2000年には155に増えた。2005年７

月には213に増大している19。

FTA形成国の内訳を、2005年２月時点でみると、

体制移行諸国間のFTAが29で最も多く、先進工業

国と発展途上国間のFTAが26、発展途上国間が21、

先進工業国間のFTAが13、先進工業国と体制移行

国間のFTAが６、発展途上国と体制移行国間の

FTAが５である。体制移行諸国間の多くのFTAは

EU加盟の試みに導かれたものであり、かつ旧社

会主義諸国は社会主義の時代に密接な経済的関係

を構築し体制移行後も継続しているという事情に

よるものである20。したがって、旧社会主義諸国

のEU加盟がFTA形成の主要な理由といってよい。

それは、体制移行諸国の市場経済化をめざす改革

および開放への政策を示しており、ちょうど中国

の（ 小平がとり入れた）改革開放政策による高
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度経済成長の経験が示しているとおりである。

東アジアに関していえば、1992年にAFTA

（A S E A N自由貿易地域）が形成され、また

ASEANが東アジアにおけるFTA網の中心の役割

を担っている。現在のところ、本稿が対象として

いる国々のなかで、日本、中国、韓国がFTA形成

において遅れている。しかし、いっそうのFTA形

成に向かう全体の傾向からみて、表４で示してい

るとおり、他の国々がFTAを形成している中で取

り残されることは、その国がGDP成長率を低める

という意味で明らかに不利益を被ることになる。

FTA形成の主たる目的は、人・モノ・サービ

ス・資本のいっそうの移動を促進させる上での環

境づくりを行い、加盟国間で貿易・投資を推進し

ていくことにほかならない21。またすぐ後から述

べるように、東アジアにおける対内、対外直接投

資はEUに比べて活発とはいえない。しかし、

FTA形成をつうじて、投資状況は以前に比べてよ

り活発になっていると思われる。

東アジア諸国間の統合に向かう動向は、したが

って、交流の促進がパレート最適状態に向かわせ

ること、すなわちナショナリズムからインターナ

ショナリズムへの動向として、いっそうの協力に

向かう動きとして理解することができるだろう。

また、EUの統合の「暗黒時代」の経験は、加

盟諸国間の経済停滞が容易にナショナリズムの台

頭を惹き起こすことを示している。さらに、近年

のとりわけ1990年代末以降の東アジアのFTA形成

の傾向は、21世紀初頭からの中国経済の高度成長、

日本経済の回復によって加速しているといってよ

い。

したがって、東アジアのFTA形成の傾向は機能

的統合が働いた結果、より制度的な統合へ向かう

動きであると考えられる。むろん、近い将来たと

えば10年とか20年の時間的視野でみて、EUのよ

うな制度的によく整備された統合に向かう動きが

実際に発生するのか否かを判断するのは困難だ

が、明らかに現在に比べてより制度的な統合に向

かう動きが認められることは疑いない。言い換え

ると、本稿の見地から、いっそうの統合への動き

はアジアならびにヨーロッパの体制移行諸国とり

わけ中国を国際経済に参加させるプロセスなのだ

ということができる。たとえ、ヨーロッパの制度

的な統合とアジアにおける機能的な統合とが異な

ったアプローチであるとしても、傾向的にはそう

した動きなのである。

８－２．東アジアにおける直接投資の傾向：EU

との比較

近年の急速なFTAの増大は、対内直接投資にと

って好都合な状況を作り出しているという意味

で、重要な働きをしているといえる。FTA形成す

なわちゼロないしはごく低い関税率の実施によっ

て、FTA加盟国は直接投資を行い生産を行うこと

をつうじて、ほぼゼロの関税率で他の加盟国に容

易に輸出することができるから、生産基地となり

得る。それは、いうまでもなく、対内直接投資の

誘致にとって有利な状況となる。一般的にいって、

FTAや関税同盟のような経済統合は、直接投資

（すなわち資本や技術）を受け入れる上で重要な

役割を果たすだろう。

先に述べたとおり、貿易の域内構造に関してい

えば、アジアとヨーロッパ（東アジアとEU）と

の間にはそれほどの違いはない。しかし直接投資

については異なる。その相違ははるかに大きい。

われわれのみるところそれは直接投資行動の方が

はるかに良好な制度的条件を必要とするからであ

る。政治学者は通常そうした制度に関連した諸要

因を「レジーム」と呼んでいる。

われわれは、まず関心をさまざまな分野とさま

ざまな国々を統合する上で効果的に分析すること

ができる「国際レジーム」という概念に注目して

みることとする。しかし、実のところ、国際レジ

ーム概念の定義は、先に述べた「国際秩序」とい

う概念に部分的に共通しており、かつ多様であ

る。

たとえば、「諸国家によって受容されている、

相互期待、ルール、規制、計画、組織的および金

融的依存関係のセット」である（Ruggie（1975））

とか、「国際関係のある領域に、行為主体の期待

が収斂していくような、暗黙あるいは明示的な、

原則、規範、ルールおよび（意思決定形成）手続

きのセット」である（Keohane（1984））、といっ

た具合である。

しかし、本章で分析対象としているのは、国際

レジームの定義それ自体ではない。したがって、

当面、国際レジームとは、（Keohane（1984）に
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ームの事例はたとえば（ロメ協定による）

STABEXスキーム（輸出所得安定化スキーム）で

ある。すなわち、何らかの不測の事態で発生する、

輸出所得が大幅に低下するような危険に備えて、

資金を拠出しあってプールする仕組みを組み込ん

でおくことである。外生的諸要因による予測困難

な衝撃を緩和する機構をつうじて共通利益を供給

し、個別主体の期待利益を増大させる効果が、不

確実性軽減効果である。

第２の性質の利益は、情報収集費用を低下する

効果である。レジームが情報収集費用を低下させ

利益をもたらすのは主として次のふたつの経路を

つうじてである。ひとつは、レジームのなかに情

報収集・分析・提供を行う組織が備えられ、それ

によって情報にかかわる機能が向上していくとい

う経路である。もうひとつは、レジーム形成によ

って情報の非対称が除去され、それによって国家

間の交渉や取引が頻繁にかつ円滑に行われるよう

になって、協定や取引の締結を促進させるという

経路である25。

第３の性質の利益は、安定性を導入する効果で

ある。すでにみたように、レジームの標準的な定

義は原則、規範、ルール、（意思決定形成）手続

きのセットが存在し、行為主体の期待・行動に収

斂が認められる枠組みだから、レジームは原則や

ルールを備えているはずである。利益の第3の性

質の安定性は、この期待や行動を収斂に導く機構

に関連している。すなわち、レジームの原則やル

ール等に対する違反や破壊が他国の報復をまねい

たり、当該国の国際的信用を低下させたりするこ

とによって、当該国に損失をもたらすと期待され

るために、原則、規範あるいはルールに向かって

期待や行動が収斂していくのである。こうした期

待や行動を収斂に導く機構がレジームの安定性獲

得効果にほかならない。

第４の性質の利益は、取引費用を低下する効果

である。レジームが取引費用を低下させる利益を

もたらすのは、おおむね次のふたつの効果による。

ひとつは、先にまたすぐ上で述べたように、レジ

ームは、原則、規範、ルール、（意思決定形成）

手続きのセットを共有する枠組みだから、ある特

定の問題領域について国家間で交渉が行なわれる

際、レジームの存在は原則やルール等について交

渉する手間を省くことを意味する。言い換えると、

したがって）原則、規範、ルール、（意思決定形

成）手続きのセットが存在し、行為主体の期待・

行動にある収斂が認められるような枠組み、とい

うふうに定義しておくことにしよう。

ところで、国際レジームがなぜ形成されるかと

いう、国際レジーム形成の利益の性質に関する議

論とは次のようなものである。現実主義の見方に

よると、国家は自立した存在であり、個別利益

（self interest）にもとづいて行動する。そして国

家がそれぞれ独立に持つ個別利益にもとづいて国

際レジームが形成される、ということになる22。

それに対して、制度主義の見方によると、国家間

の相互依存関係から（何らかの理由にもとづいて）

作り出される制度的枠組みおよびその供給する共

通利益（shared interest）が重視され、共通利益に

もとづいて国際レジームが秩序を供給するという

ことになる。しかし、制度主義の見解では、レジ

ームが維持・存続される理由は説明できても、な

ぜレジームが形成されるのか、そのメカニズムは

何なのか必ずしも十分に説明できない。また現実

主義の見解では、レジームが形成される理由は説

明できても、なぜレジームが（長期間にわたって

国際政治経済に秩序が存在していたという意味

で）維持・存続されるのか、どのようなメカニズ

ムにもとづいて個別利益がそうした機能を果たし

ていくのか必ずしも十分に説明できない。そこで、

機能主義の見方は、国際レジームの形成に際して

は現実主義の見方を採用し、国際レジームの維

持・存続に際しては制度主義の見方を採用して両

者を統合するというものである23。

国際レジーム形成に伴う利益はもう少し焦点を

絞り特定化した、いくつかの性質を摘出すること

ができる。ここでその点について簡単にふれてお

こう。本稿で摘出しておきたい利益の性質は次の

四つである。

第１の性質の利益は、不確実性を軽減する効果

である。国際政治経済学の議論はしばしば後でふ

れる取引費用低下効果や情報収集費用低下効果と

この効果とを峻別しないが（そして分析目的によ

ってはそれで十分だが）、本稿では峻別し、不確

実性軽減効果の性質をはっきりさせておく必要が

あるだろう。国際レジームに伴う不確実性軽減効

果の性質をみるには、その典型的な「保険レジー

ム24」についてみるのが適切であろう。保険レジ
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何％の比率の直接投資に対応しているか、を示し

ている。EUと東アジアとの間には大きな相違が

表６は、したがって、（世界の貿易に占める）

１％の比率の貿易が、（世界の直接投資に占める）

固定費用の部分がレジームによって吸収されてい

るから、当該諸国は交渉や取引に要する限界費用

をその分小さくすることができるのである。これ

が第１の効果である。第２の効果は、レジームが

原則・規範等を供給しているため、異なる問題領

域に属する複数のイシューをリンケージさせるこ

とが可能になるということである。すなわち、も

しレジームが存在しなければ、当該諸国の当事者

たちがひとつひとつのイシューを切り離し、それ

ぞれ原則、ルール等の交渉から開始しなければな

らない。また別々に交渉されたイシューの相互効

果を勘案し、再交渉を行なう必要が発生するかも

しれない。そのような手間や無駄をレジームが吸

収することによって、当該諸国も交渉や取引に要

する限界費用を小さくすることができる、という

わけである。これが取引費用低下効果である。

Keohaneが定義しているように、国際レジーム

とは「国際関係のある領域に、行為主体の期待が

収斂していくような、暗黙あるいは明示的な、原

則、規範、ルールおよび（意思決定形成）手続き

のセット」だとすると、それはレジームが形成さ

れている国々の間で要素移動を促進するように働

くことを意味している。したがって、レジームの

定義について述べられた状況と直接投資の状況と

を密接に関わるものとして理解することができ

る。

表５は、世界全体の対内、対外直接投資額に対

するEUならびに東アジアの占める比率を示した

ものである。明らかにEUと東アジアとの間には

相違があるだろう。たとえば、EUがほぼ50％で

あるのに対して東アジアは10％に過ぎない。

直接投資行動は、受入国の市場を主たる決定要

表６　直接投資の相対的比率

注：ここで東アジアとは、日本、中国、韓国、台湾、香港、シンガポール、インドネシア、マレーシア、フィリピン、タ

イの10の国および地域を指す（2001年、2002年はシンガポール、インドネシアは含まれていない）。またEUは（統計の継

続性を重視して）15カ国をとりあげている。

出所：ジェトロ、各年版。

2001 2002 2003 2004 2005 2006

EU 1.43 1.53 1.47 1.10 1.70 1.43

東アジア 0.49 0.49 0.46 0.59 0.62 0.43

因として行われるかそれとも受入国の比較的安価

な生産要素を主たる決定要因として行われるが、

いずれにせよ、（貿易に比べて）文化的、制度的

要因が関与する度合いが大きい。したがって貿易

の結合度のような指標とはしばしば異なってく

る。直接投資の阻害要因ないしは促進要因として

の慣習、文化、制度等の要素の関わりが大きいの

である。いま、貿易（輸出および輸入）を考慮に

入れたときの直接投資の相対的傾向を捉えてみる

こととしよう。世界全体の総額に占めるそれぞれ

の地域の占める割合をみることとし、分子に直接

投資を分母に貿易をとるのである。表６である。

表５　世界全体に占める対内、対外直接投資の比率 （％）

注：ここで東アジアとは、日本、中国、韓国、台湾、香港、シンガポール、インドネシア、マレーシア、フィリピン、タ

イの10の国および地域を指す（2001年、2002年はシンガポール、インドネシアは含まれていない）。またEUは（統計の継

続性を重視して）15カ国をとりあげている。

出所：ジェトロ、各年版。

2001 2002 2003 2004 2005 2006

EU 51.7 56.0 55.3 40.7 59.6 49.4

東アジア 11.3 11.6 10.7 14.4 15.3 10.8
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みられる。EUはおおむね1.4から1.7であり、東ア

ジアは0.5から0.6に過ぎない。すなわち、EUでは

緊密な貿易をさらに上回って直接投資が活発に行

われているのに対して、東アジアでは直接投資は

必ずしも活発に行われているとはいえない、とい

う状況を示している。

図６、図７はそれぞれ表５および表６に対応す

る図である。

われわれは、表５、表６および図６、図７は、

機能的統合と制度的統合の相違のひとつの側面を

示しているものと考えている。いうまでもなく、

より大きな直接投資は、より大きな制度的統合の

性質を示し、より大きなインターナショナリズム

の存在を示すものと考えられるからである。

東アジアにおける、EUと比較したときの、よ

り小さな直接投資の状況は、東アジア諸国間に資

本の移動を妨げるさまざまな要因が存在している

こと、レジームが欠如していること、より大きな

取引費用が存在していること等を示しているもの

と思われる。

以上の諸節において、東アジア諸国の連携が

EUとの比較対照でみたときにどのような状況に

あるかをみてきた。そしてヨーロッパの統合

９．新制度論からみた「東アジア共同体」

図７　直接投資の相対的比率

出所：筆者。

図６　世界全体に占める対内、対外直接投資の比率

出所：筆者。
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（EU）が「制度的統合」であるといわれるのに対

して東アジアの連携が「機能的統合」と呼ばれる

ことを確認した。また、イギリスと英連邦および

EU（当時EC）との貿易の趨勢が、日本と米国お

よび中国との貿易の趨勢にやや似通った動きを示

している事実を確認した。東アジアの実質的な統

合がすすんでいることを示しているのである。

そして、東アジアにおける秩序の供給主体とし

ての米国の存在ならびに東アジア諸国の内向性に

ついて、みてきた。ナショナリズムからインター

ナショナリズムへの転換（「内向性」から「外向

性」への転換）が求められることを確認したので

ある。実際、東アジア諸国のFTAへの動向が加速

され域内貿易比率が一層大きくなるものと思われ

る。しかし、域内の直接投資に関していえば、依

然としてEUと東アジア諸国との間には（当然で

はあるが）大きな相違があることを確認した。

「内向性」指向に伴うさまざまなリスクが存在す

るのである。こうしたリスクは、直接投資の議論

でしばしば指摘されるとおり、基本的に慣習や文

化あるいは歴史等にもとづくものといってよい。

したがって、問題はそうした制度ないしは経路依

存の問題に行き着く。東アジアとEUとの大きな

相違は、経路依存の問題であると言い換えること

ができるだろう。本節では、この点をやや詳細に

検討してみることとする。そして、東アジア共同

体を、少なくとも現状では、どのように展望する

のが適切なのかを考えてみることにする。

新制度論は、いうまでもなくさまざまな主張を

含んでいる

通常それらは、「歴史的制度論」、「合理的選択

制度論」、「社会学的制度論」の３つに分類される。

歴史的制度論とは、経路依存をキー・コンセプト

とし、歴史的経緯を重視する考え方にほかならな

い。この考え方は基本的に行為者の選好それ自体

が制度によって規定されるという見方に依存して

いる。「合理的選択制度論」とは、行為者の選好

を制度とは別に、その意味で（合理性に依拠する）

「外生的」なものと捉える考え方である。そして

キー・コンセプトは取引費用であり、行為者は取

引に要する費用を極小化するように（その意味で

合理的に）行動するという見方である。第３の

「社会学的制度論」の場合、行為者の選好は（合

理性に依拠する）「外生的」なものではない。し

かし行為者の選好を規定するのは決してフォーマ

ルな制度のみではなく、規範、慣習、文化といっ

た諸要素が重視されており、制度という概念自体

を広く捉えているところに特徴が認められる。し

たがって、キー・コンセプトは（規範、慣習、文

化等諸要素を含めた広い意味での制度を前提とし

た上での）経路依存といってよい。

経路依存とは端的に表現すれば、非効率である

制度が、何らかの経緯によって生き残り、存続し

ている状態を示す概念である。したがって、必ず

しも効率的な制度が生き残るとは限らない状態を

説明するのに用いられる。（Northの事例にしたが

えば、「スペインの制度的構造の収穫逓増特性に

関するもっとも効果的な証拠は、国王と官僚制が

その国を覆っている衰退を自覚しているにもかか

わらず、スペインの経路の方向を変えることがで

きないということ」であり、したがって、スペイ

ンは１世紀（17世紀）の間に、「ローマ帝国以来

西側世界でもっとも強力な国家から二流のパワー

の国に衰えた」のである）（North（1990）、邦訳

153頁）。

Northが述べているとおり、制度に関する経路

依存が形成されるためには２つの状態の存在が必

要である。ひとつは収穫逓増であり、もうひとつ

は（大きな取引費用によって特徴づけられる）不

完全市場である。制度に関する収穫逓増が存在せ

ず、かつ市場が競争的ならば、制度は重要性を失

う。収穫逓減の世界はやがてある一定の状態に収

斂していくし、また競争的な市場のもとでは非効

率な制度は早晩除去されるか修正されざるを得な

いからである。

経路依存の存在は、制度に関する収穫逓増と市

場に関する不完全性によって、説明される。した

がって、制度が非効率であり、他に代替的なより

効率的な制度が存在するからといってすなわち制

度の変化が起こるわけではない。そしてたとえ非

効率な制度だったとしても、（Arthur（1994）の

主張する）「自己強化メカニズム」に乗れば勝ち

残り、維持されていき、そして脱出が困難な経路

依存の世界に入るのである。

以上の議論および前節までの議論を前提とし

て、先に第1節でみた、東アジア共同体をめぐる

考え方と「経路依存」の見方との関係をより詳細

に考えてみることにしよう。
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るように（合理的に）行動するのか、と問い直す

ことだといってよい。

東アジア共同体をめぐる議論が日中関係を抜き

にしては語れないことにほとんど疑問の余地はな

い。そうだとすれば、「歴史認識」であり「愛国

教育」であり、また中国が事実上共産党の一党支

配体制であり公式には「社会主義」の国である以

上、さまざまな制度を抜きにして議論してみるこ

とは、理論的には可能だが、現実的とはいい難

い。

実際、収穫逓増と不完全市場の存在によって制

度が重要な要因となり、経路依存に目を向けざる

を得ないことはいろいろな局面であらわれる。た

とえば、われわれは先に日本の対中国直接投資の

規模が相対的に小さいという議論が支持されやす

いことを示したことがある（森田憲・陳雲

（2006））。そして、その場合の海外直接投資を阻

む諸要因が決して合理的選択の結果ではなく、日

本と中国との間にさまざまな制度に関わる相違あ

るいは慣習や文化の相違が存在しており、日本に

とってのいわゆる「中国リスク」を形成している

ことによるものであることは疑いない。本稿の先

の節で示した、EU域内と東アジア域内における

直接投資の（対世界全体に占める）比率の相違も

また同様の事情を示している。

そして、本稿でも、われわれは、東アジアにお

いて行為者の選好が制度に縛られていることを前

提とする必要があるものと考える。

繰り返し述べてきたように、いったん経路依存

が認められると、そこから抜け出すのは容易なこ

とではない。では、抜け出すためにはいったい何

が必要なのだろうか。

実のところ、本稿の先の諸節は、何が必要なの

かを繰り返し述べてきたことにほかならない。

「内向性」から「外向性」への転換、ナショナリ

ズムからインターナショナリズムへの転換、それ

らによって、自立性のある東アジア秩序が形成さ

れる、等々である。

そうした本稿の視点に立って、「歴史認識」に

とらわれたこれまでの中日（日中）および日韓関

係をみると、ひとつの反省および認識が生まれる

だろう。それは、「経路依存から脱却する」、「劇

的に変わる」、「社会秩序の構成面で一体性、単一

性を強める」という変化は、なぜそしてどのよう

先の節で述べた宗像の議論についていえば、東

アジア共同体の形成によって日米中はじめ各国が

利益を得る、したがって東アジア共同体の形成が

望ましいという単純な主張をしているわけではな

い。それ以前の条件として、「各国が劇的に変わ

る」必要があると主張しているのである。そして、

「劇的に変わる」こと自体の中に明らかに（慣習

や文化を含む）制度の変化が含まれている、と考

えるべきものである。

そして原の議論は、慣習や文化のレヴェルでの

変化が起こり、「社会秩序の構成面で一体性、単

一性を強める」ことは困難であり現実的ではない、

という主張である。

したがって焦点は、経路依存の世界から脱却で

きるのか否かという問題だといってよい。それを、

Northの表現にしたがって言い換えれば、（制度に

関する経路依存が形成されるためには、2つの状

態すなわち収穫逓増と不完全市場の存在が要るか

ら）収穫逓増と不完全市場の状態から脱却できる

か否かという問題だということになる。

宗像の表現では、「各国が劇的に変わる」こと

によって、制度に関する収穫逓増が存在せず、か

つ市場が競争的になり、制度の重要性が失われて、

経路依存の世界からの脱出が可能となるという主

張になるものと思われる。しかし、原の議論では、

各国が劇的に変わることは困難だから、収穫逓増

と不完全市場の存在から脱出できず、したがって

経路依存の世界から抜け出せないという主張にな

る。

ところで、本稿のように、新制度論の視点から

東アジア共同体を眺めてみるとき、それを原の議

論にそくしていわゆる「社会学的制度論」の立場

に拘ってみる必要があるかどうか検討してみる必

要があるだろう。行為者の選好を制度で縛ってみ

る必要があるか否か、言い換えると、合理的選択

制度論の見方のように、行為者の合理的な選択を

認めることが適切か否か、ということである。

先にみたとおり、合理的選択制度論の見方にし

たがえば、「行為者は取引に要する費用を極小化

するように（その意味で合理的に）行動する」と

いうことだった。したがって、東アジア共同体を

考える場合、行為者とは日本であり中国といった

国々だから、はたしてそれら各国は歴史的制度に

服して行動するのかそれとも取引費用を極小化す
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に、起こるのかということである。

われわれの理解は、結局どの国にとっても、

「経路」を改めるには十分な理由が必要だという

ことであり、そしてこの十分な理由を与えるのは、

費用対効果の理性的な認識をつうじて得られる費

用が大きいか効果が大きいかという判断だという

ことである。人々は、事実に学び、はじめて考え

方を理性へと向かわせる。第二次大戦後、中国を

取り巻く真の国際交流の時期は、改革開放から辿

ってみれば、まだまだ短いことがわかる。したが

って、これまでのギクシャクした関係は容易に想

像できる結果である（そして、東アジアの交流は

数千年にわたる歴史を持っているにもかかわら

ず、これまで対等な国家間関係が存在していない

ことを付け加えておく必要があるだろう）。その

意味で、東アジアにおける国際関係とはたとえて

いえば、歩き始めた幼児の足跡のように、ジグザ

グな上に、しばしば転んで足跡がしばらく途絶え

てしまうこともあったというふうな関係である。

交流がかなり制限されたなかで真の費用と真の効

果をみいだすことがきわめて困難だったといって

よい。そのような場合には、（交流の拡大につと

めることと同時に）時間こそ人々の考え方を理性

へと向かわせる鍵であり、交流の拡大と時間によ

って導かれた理性をつうじて費用対効果の適切な

認識が行われ、経路依存からの脱却が可能となる

に違いない26。実際、先に述べたとおり、ヨーロ

ッパの統合を推進する礎となった「不戦体制」の

構築は、（歴史上頻繁に繰り返された）戦争と平

和に対する費用対効果を、理性的に適切に認識す

ることによって、得られた国際関係にほかならな

い。

われわれの理解によれば、したがって、交流の

十分な拡大と十分な時間の経過によって人々の考

え方がより理性的な方向へと向かい、真の費用対

効果を適切に認識し得るようになること、そして

国家利益が「外向性」への変換をつうじて大きく

なるという「観念の転換」が認識されるようにな

ることが、まず必要だということである。そして

そうした「観念の転換」が新しい制度の構築をつ

うじて定着していくものだということである。本

稿の意味での経路依存からの脱却は、したがって、

まず（国家利益に対する）「観念の転換」が先行

して惹き起こされる事態にほかならない。

結論

本稿におけるわれわれの議論は、したがって、

次のように概括することができる。

（１）東アジアにおける経済的な統合がすすん

でいるといってよい。それは、しばしば主張され

るように、ヨーロッパの統合が「制度的統合」と

いわれるのに対して、「機能的統合」と呼ばれる

ものである。

（２）東アジア共同体ないしはそうしたアジア

における統合が形成されることによって、当該地

域統合に属する加盟諸国が、ヨーロッパ（EU）

や米国（およびNAFTA）が保護主義的・閉鎖的

傾向に陥らないように、グローバルな自由貿易体

制の侵蝕がすすまないように、チェックする機能

をはたすことが期待される。グローバル化と地域

統合との関係はそうしたチェック機能として理解

することができる。

（３）イギリスと英連邦およびEU（当時EC）

との貿易の趨勢は、日本と米国および中国との貿

易の趨勢（とりわけ2000年以降の趨勢）と似通っ

た動きを示している。東アジアの事実上の統合の

事例と捉えることができる。

（４）東アジア地域における秩序供給主体とし

ての米国の存在と東アジア諸国の「内向性」とが

有意に認められる。それはわれわれには、東アジ

ア地域における「ナショナリズム」から「インタ

ーナショナリズム」へ、そして「内向性」から

「外向性」への転換の必要性を示しているように

思われる。

（５）東アジア諸国間でFTA形成に向かう傾向

が加速しており、また世界全体に占める域内諸国

間の貿易比率も増大している。

（６）しかし、域内諸国間の直接投資をみると、

EUと東アジアの間には有意な相違が存在する。

それは、東アジア諸国に関わるさまざまなリスク

によるものであり、基本的には「内向性」にもと

づくものと考えられる。

（７）新制度論の視点からみると、東アジア共

同体が近い将来形成されるとみることは難しい。

それは域内諸国間とりわけ日本と中国との間に存

在する「経路依存」からの脱却が、文化や慣習の

大きな相違によって、難しいと考えられるからで
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Yun Chen，“EU Enlargement and Possible Ways

Towards East Asian Integration”，Paper presented at

the 47th ISA Annual Meeting, San Diego，CA，USA，

March 22－25，2006，およびKen Morita and Yun

Chen，“Comparative Perspective on European and

Asian Integration”，Paper presented at the 59th AAS

Annual Meeting，Boston，MA，USA，March 21－

25，2007，に基礎をおいている。それらの会議参

加者にもこの場をお借りして衷情よりお礼を申し

上げたい。また、本稿は、科学研究費補助金（課

題番号：17530213）による研究成果の一部である。

同補助事業に対して、併せて厚くお礼を申し上げ

たい。いうまでもなく、本稿に含まれているであ

ろう誤謬は筆者たちのみが負うべきものである。

森田　憲：広島大学大学院社会科学研究科・教授

陳　　雲：復旦大学国際関係與公共事務学院・副

教授

注

１.   Russet（1967），p．225．

２. 中川（2007）の判断によれば、明らかに浦田は「賛

成派」に含まれるべきだが、本稿では、自由貿易の

主張に重点がおかれているという意味で、「自由貿易

地域賛成派」として分類することとした。なお、浦

田（2008）によって示された、東アジア自由貿易地

域形成によるGDP成長率に与える効果は、ASEAN＋

３の場合、ASEAN＋６の場合それぞれ表Aのとおり

である。

３. たとえばBhagwati（1995）の主張のように、FTAと

いう用語の問題が存在するし、いわゆる「スパゲテ

ィ・ボール」現象の発生の可能性があり得る。「スパ

ゲッティ・ボール」効果については、たとえばWorld

Bank（2003）参照。現状では、しかし、おおむね

FTAあるいは関税同盟それ自体の効果については深

刻な問題はないものと考えることとする。

４. 以 下 の 宗 像 の 議 論 は 、 経 済 産 業 研 究 所

（http://www.rieti.go.jp）、とりわけ2006年12月12日

（「東アジア経済統合の歴史と展望」）および

Research＆Review（2007年３月号、「東アジア経済統

合の歴史と展望」）に拠った。

５. 本稿の議論からやや外れるが、ISAサンフランシス

コ会議に提出されたJhee（2008）およびWidodo

（2008）による報告は興味深い議論であり、（両氏の

承諾のもとに）その要点をここで紹介しておくこと

としよう。Jhee（2008）は、北東アジア統合（した

ある。

（８）新制度論の視点からみると、東アジア諸

国が「経路依存」から脱却するためには、「内向

性」から「外向性」への、「ナショナリズム」か

ら「インターナショナリズム」への、転換が不可

欠である27。

（９）そうした東アジア諸国の転換の推進力と

なっているのは、事実上の統合と呼ばれる活発な

経済交流である。しかしヨーロッパと違い、非対

称性、多様性に富む東アジアは対等な関係のもと

での交流の歴史に乏しく、それぞれの国がそれぞ

れの経路依存から脱却し、共同体の形成に向かう

には、時間をかけて、（対立と統合に伴う）真の

費用と真の効果を理性的にみいだすことが必要で

ある。

（10）東アジアが、ヨーロッパ統合の歴史から

得るべき教訓は、したがって、「不戦体制」構築

の推進力となったのは、戦争と平和の費用対効果

の理性的な認識にほかならない、ということであ

る28。

（11）それによって、国家利益に対する「観念

の転換」が起き、さらにその後の制度の構築が新

しく転換した観念を定着させることとなる。した

がって、新制度の構築は、まず「観念の転換」が

先行して起き、それに伴って発生する社会的事象

であると考えられる。

（＊）本稿は、冒頭で述べたとおり、Yun Chen

and Ken Morita，“On the Way Towards East Asian

Integration：Comparisons with European Integration”，

Paper presented at the 49th ISA Annual Meeting, San

Francisco，CA，USA，March 26－29，2008，に

加筆修正を加えたものである。そして、加筆修正

の過程で同会議におけるパネル参加者とりわけ

（順不同に）箱木眞澄教授（広島経済大学）、羽場

久 子教授（青山学院大学）、Byong－Kuen Jhee

博士（Korea University, South Korea）、Tri Widodo

講師（Gajah Mada University, Indonesia）から有益

なコメントをいただいた。また上記の方々から同

会議に提出された論文の引用のご承諾をいただ

き、本稿のなかで明記して引用させていただいた。

この場をお借りして厚くお礼を申し上げたい。冒

頭でも述べたとおり、本稿はまた、昨年および一

昨年の国際学会報告すなわち、Ken Morita and
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る。NAFTAとそれほど大きな違いはないといえるが、

しかし、EUとはかなり違った比率である。（また、

念のため2006年の比率を1980年の比率で割ってみた

倍率をみると、ASEAN＋３が決して大きいわけでは

ない）。（ただし、再輸出調整を加えた資料をみると、

域内貿易比率がやや大きくなるだろう。再輸出調整

については、ジェトロ（2007）参照）。しかし、域内

貿易比率がかなり大きな数字であることは疑いない

から、「事実上の統合」であるという判断自体が間違

いであるとはいえない。

10. たとえば、田中他（2006）、32頁参照。

11.   田中他（2006），24頁。

12. 田中他（2006，25頁）には、「アメリカは戦後、ソ

連圏との対抗のためヨーロッパ統合を後押ししてき

たが、EECの台頭に警戒感を抱いた」こと、および

「アメリカ議会は1962年通商拡大法において、アメリ

カとEECを合計して世界輸出の80％以上を占める品

目の関税をお互いにゼロとする権限を大統領に賦与

した」ことが述べられている。そしてそれは、「イギ

リスがEECに加盟すると、多くの主要工業品がこの

関税ゼロ品目に該当する。そこでイギリスの加盟は、

EEC関税同盟を無効化するためにアメリカが仕掛け

た罠と見られた」と主張されている。

13. 本節の議論は、Haba（2008）の議論に照らしてみる

と興味深いだろう。Haba（2008）は、ヨーロッパに

おける国家間の統合のリーダーとしてイギリスとド

イツは不適格であると述べている。その理由は、イ

ギリスは島国であって大陸ヨーロッパと隔てられて

いること（イギリスは大陸ヨーロッパではなく米国

との間に同盟を形成している）、そしてドイツはいう

までもなく敗戦国だからである。日本はそのいずれ

にも該当する。そうしたいい方にしたがえば、日本

はアジアにおける統合のリーダーとなり得ることは

困難であろう。ドイツのように経済的な側面でフラ

表A 東アジア自由貿易地域形成によるGDP成長率に与える効果 （％）

出所：浦田（2008）。

ASEAN＋３ ASEAN＋６

日本 0.4 0.5

中国 4.7 4.8

韓国 3.6 3.7

ASEAN 5.7 5.9

インド －0.1 3.5

オーストラリア －0.1 1.4

ニュージーランド －0.1 1.9

ASEAN＋６ 1.7 2.1

がって構成国は日本、中国、韓国である）に関して、

韓国における国民の支持が存在するか否か、存在す

るとそればそれはどのような分野なのかを調査した

ものである。当該調査によると、国民の支持が有意

に認められる分野が存在し、それは（１）貿易、（２）

農業、そして（３）安全保障、の３つの分野だとい

う結果である。また、Widodo（2008）は、東アジア

における比較優位構造の変動を計測したものであり、

ASEAN諸国の比較優位構造が日本と類似した構造を

示している、という主張である。詳細は、 J h e e

（2008）およびWidodo（2008）参照。

６. 本節の議論は、羽場（2004）および田中他（2006）

に負っている。

７. 田中他（2006）、18頁参照。なお、この点には異論

が存在する。西欧諸国が石炭と鉄鋼の管理を急いだ

のは、当時巨大な軍事力を保有していた（旧）ソ連

の軍事的脅威に対処するためだったという主張であ

る。中川（2007）参照。

８. 羽場（2004）参照。

９. 念のため、ジェトロ（2007）の資料によれば、1980

年から2006年におけるASEAN＋３、NAFTA、および

EU27のそれぞれの域内貿易比率は表Bのとおりであ

表B 域内貿易比率の推移および倍率

注：東アジアは、ASEAN＋３、EUはEU27カ国。

出所：ジェトロ（2007）。

1980 1985 1990 1995 1999 2000 2005 2006 2006/1980

東アジア 30.2 30.2 29.4 37.6 35.4 37.3 38.9 38.4 1.27

NAFTA 33.8 38.7 37.9 43.1 48.5 48.8 46.1 44.2 1.31

EU 61.6 59.9 67.1 67.7 69.0 67.3 67.2 66.9 1.07
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